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「キャンパスマスタープラン」策定の主旨 

静岡大学は、「自由啓発・未来創成：質の高い教育と創造的な研究を推進し、社会と連携し、ともに歩む存在感の

ある大学」を目指しており、施設は目標を達成するために不可欠な基盤である。 

 

しかしながら、現状の施設は、耐震性が劣る施設の改善は全国に先駆けほぼ完了しているものの、経年や潮風によ

る外壁の劣化など「安全上の問題」、機能劣化により教育研究の質の確保できないなどの「機能上の問題」、基幹設

備の老朽化により教育研究に重大な支障を発生させる可能性が高くなっているなどの「基幹設備の問題」の他、バリ

アフリーや自学自習室の整備など利用者のニーズに対応した施設の充実など、緊急に対応していかなければならない

施設整備の課題が山積みである。 

 

一方、施設整備の財源は、主に国からの施設整備費補助金、施設費交付事業費、及び運営費交付金であるが、これ

らの財源は年々縮減される傾向にあり、中期目標に沿って効率的・効果的かつ戦略的に活用しなければならない。 

そのため、施設整備計画は大学の施設を常に良好な環境に保つことが出来るよう長期的な視点に立った整備計画に

する必要があることから、既存の施設整備計画を見直すこととし、静岡大学１００周年（２０４９年）を見据えた大

学の戦略的事項を反映させ、大学の経営と一体となった計画として静岡大学キャンパスマスタープランを策定するも

のである。 

 特に、施設に関する骨格的不変の考え方を示すものとして、施設マネジメントの基本方針・考え方や施設整備基本

方針、静大スタンダード、静大モデル、静岡大学１００周年を見据えた長期的なキャンパス計画、静大１００周年プ

ランなどを具体的に示すこととし、大学の経営と一体となった実効性・具体性のある整備計画として、目標の達成に

向け全学が一体となって着実に推進していくことが重要である。 
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「ＲＳＵ“The reconstruction of Shizuoka University”」宣言 

１．ＲＳＵ宣言 

静岡大学は、ビジョン「自由啓発・未来創成」の理念に基づき、多様な背景・価値観を認めあい、気高

い使命感と探究心に溢れた豊かな人間性をはぐぐみ、知の創成・継承・活用を推進し、人類の平和・幸福

と地球の未来のため、地域社会とともに発展していきたいと考えています。 

この目標に向けた取組の基盤である施設をチェック・評価し、既存施設の有効活用などの施設マネジメ

ントを着実に推進するとともに、発展的な建物再生整備と地震・災害に強いキャンパスを目指して、静岡

大学の再建を実施していきます。 

 

２．基本目標 

◆キャンパスの質的向上 

１）教育研究の活性化、国際競争力の向上につながるキャンパス機能の向上 

２）人材育成につながる学びの場・自学自習スペースの充実 

３）安心・安全な環境の確保、持続可能なグリーンキャンパス＝サステイナブルキャンパスの構築 

４）地震・災害時に事業継続可能なキャンパスの構築 

 

◆開かれたキャンパスの構築 

 １）地域連携・地域交流につながるキャンパスの構築 

 ２）地震・災害時に地域防災拠点となるキャンパスの構築 

 

 

 

 

  

 

平成２8年３月３０日 

                  国立大学法人静岡大学 

           学 長 
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１．キャンパスマスタープランの方針 
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１－１ キャンパスマスタープランの基本方針 

１－１－１ ビジョン・使命 
 

 

質の高い教育と創造的な研究を推進し、社会と連携し、ともに歩む存在感のある大学 

静岡大学のビジョン「自由啓発・未来創成」 

わたしたちの大学は、旧制の静岡高等学校、静岡第一師範学校、静岡第二師範学校、静岡青年師範学校、浜松工業

専門学校（旧浜松高等工業学校）の統合（１９４９年）と静岡県立農科大学の移管（１９５１年）とともに、こんに

ちの「静岡大学」としてのスタートを切りました。これらの前身校では、「自由啓発」、「自由闊達」など、学生の

主体性に重きをおく教育方針がとられました。なかでも浜松高等工業学校では、「自由啓発」という理念のもと、

「生徒の素質、学力、性能等を十分に考慮し」つつ、「学徒を最も自由な境遇に置き、その個性を十分に尊重し、そ

の天賦の才能を遺憾なく伸展せしめる」教育が行われました。 

 

この理念は、教育だけでなく、なにごとにもとらわれない自由な発想に基づく独創的な研究、相互啓発的な社会と

の協働に不可欠です。この認識のもと、静岡大学は、数育・研究・社会連携の柱として、「自由啓発」を発展的に継

承していきます。 

 

「自由啓発」をもとに、静岡大学の学生・教職員は、平和で幸福な「未来創成」をめざして、教育、研究、社会連

携に積極的に取り組んでいきます。地域社会の一員として、地域の自然と文化に対する敬愛の念をもち、社会からよ

せられる期待に応えます。さらに地球規模の環境問題、食糧問題、貧困、戦争、伝統的な共同体や価値観の崩壊など

の大きな課題に果敢にチャレンジします。このようにして、学生・教職員、静岡大学にかかわるすべての人々が、互

いに信をおき、学びあい、それぞれの多様性を尊びながら、「自由啓発・未来創成」の理念を広く共有し、平和かつ

幸福な未来を創り上げていきます。 

 

わたしたちの大学は、「自由啓発・未来創成」の理念のもと、多様な背景・価値観を認めあい、気高い使命感と探

究心に溢れた豊かな人間性をはぐくみ、知の創成・継承・活用を推進し、人類の平和・幸福と地球の未来のため、地

域社会とともに発展していきます。 

 

１－１－２ 使命 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年３月  

地球の未来に責任をもち、 

国際的感覚を備え、高い専門性を有し、 

失敗を恐れないチャレンジ精神にあふれ、 

豊かな人間性を有する救護人を育成します。 

世界の平和と人類の幸福を 

根底から支える諸科学を目指し、 

創造性あふれる学術研究を行います。 

地域社会とともに歩み、 

社会が直面する諸問題に真剣に取り組み、 

文化と科学の発信基地として、 

社会に貢献します。 

 社会 

連携 

 

教育 

 

研究 
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１－１－３ キャンパスマスタープラン基本理念 
キャンパスマスタープランは、国立大学法人静岡大学（以下「静岡大学」という。）が大学運営理念に基づき合意

形成したキャンパスの計画目標として継続的に実施されるべき施設･環境整備と管理･運営の基本となるものである。 

静岡大学は、「自由啓発・未来創成」のビジョンに基づき、人材育成を旨とし、質の高い教育と創造的な研究を推

進し、社会と連携し、ともに歩む存在感のある大学を目指しており、キャンパスマスタープランは、静岡大学のビジ

ョンに基づいた教育・研究・社会連携・国際化・経営基盤を支えるためのキャンパス環境整備について、骨格的不変

の考え方を示すものとして、施設マネジメントの基本方針や長期的な視点に立った整備計画などを策定する。また、

各中期目標・中期計画期間の中期的な計画も併せて策定するものとする。 

 

１－１－４ キャンパスマスタープラン基本方針 
国立大学は法人化に伴い、６年間における中期目標・中期計画の策定と、その目標の達成や成果が求められてお

り、大学の運営は、この中期目標・中期計画に基づいて実施されている。 

静岡大学は、平成２０年３月に掲げたビジョンの達成に向けた取組を推進しており、施設は目標を達成するために

不可欠な基盤として、大学の教育研究の方針、社会の情勢、財政的事情、国の政策等の変化に柔軟に対応する必要が

あり、既存施設の有効活用などの施設マネジメントは重要である。 

これらのことから、キャンパスマスタープランは大学が戦略的な活動を行うために必要な施設整備の他、施設マネ

ジメント、地球温暖化対策などを継続的・持続的に推進する必要があり、今大学が直面している課題に対応するため

の中期的な視野に立った計画を踏まえ、静岡大学が１００周年を迎える３４年先を見越したキャンパスの理想の形、

目指すべき目標を示すための長期の視点に立ったキャンパス計画とする必要がある。 

そのために、徹底した現状の問題点の抽出と妥協的な解決策ではなく、保有面積を抑制する等の抜本的解決策を構

成員らの十分な議論と合意のもとに、大学全体の将来計画に合った骨格を示す計画としてまとめる必要がある。 
 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

「国立大学法人静岡大学施設整備・管理運営方針」策定 

－施設の充実をめざした施設マネジメント－ 

「国立大学法人静岡大学施設整備基本方針」策定 

－施設の充実をめざした施設マネジメント－ 

2004 

（Ｈ16年） 

2010 

(Ｈ22年) 

2016 

(Ｈ28年) 

2022 

(Ｈ34年) 

2006 

（Ｈ18年） 

（年度） 

第三期中期目標・中期計画 検討 

第一期中期目標・中期計画 

国立大学法人化 

 
  ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

  2016-2021 

 
検討 

第二期中期目標・中期計画 検討 

キャンパスマスタープラン 

ビ ジ ョ ン ・ 使 命 

 
  ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

  2010-2015 

 
検討 
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各中期目標・中期計画に対応したキャンパスマスタープランは、屋外環境計画、教育研究環境計画、基幹的設備計

画、宿舎計画などについて、テーマ別に現状と課題、中長期的目標・方向性や必要な予算額を提示する。 

中期的な整備計画は、静岡大学のビジョンと第二期中期目標に沿ったものとするために、中期目標期間の６年間を

実行期間とし、長期的なキャンパスの在り方を踏まえ静岡大学を取り巻く状況の変化に対応させる。また、予算の確

保とあわせて持続的に行うことが必要となる。 

また、中期目標・中期計画に合わせて６年ごとに点検評価を繰り返し、成長・発展する計画として位置づける。そ

のため、改訂時には従前のマスタープランを点検・評価する必要がある。 

特に、教育研究の進展状況、建物の老朽化の状況及び予算状況など、大学・キャンパスを取り巻く環境は変化し続

けており、それらに柔軟に対応できるプランとする。 

 

１－１－５ 国立大学法人静岡大学施設整備・管理運営方針と施設整備基本方針の継承 

静岡大学キャンパスマスタープランは、これまでの国立大学法人静岡大学施設整備・管理運営方針（平成１６年度

策定）及び施設整備基本方針（平成１８年度策定）の考え方を継承し、施設に関する骨格的不変の考え方を示すもの

として、施設マネジメントの基本方針・考え方や施設整備基本方針、静大スタンダード、静大モデル、静岡大学１０

０周年を見据えた長期的なキャンパス計画、静大１００周年プランなどを明示したものであり、今後の施設整備の推

進において常に遵守されるべき、永続的な指針である。 

 

また、大学の目標実現のためには、「全学的協力による一体的な整備」、「土地・施設の弾力的･流動的な活用」、

「計画・管理・評価体制の確立」が必要であり、さらに、大学の構成員がキャンパスに関する認識と理解を深めるこ

とが、キャンパスマスタープランの実効力につながるものと考える。 

 

したがって、施設整備や事業計画を立案する執行部や各部局、その計画･実施･管理を行う担当者が、常にキャンパ

スマスタープランを念頭に置いて、率先して遵守すること、さらにそのための予算の裏付けが担保されることが、マ

スタープラン実現のために重要である。 
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１－１－６ 概 要 
１）大 学 名  国立大学法人 静岡大学 

２）所 在 地  〒４２２－８５２９ 静岡県静岡市駿河区大谷８３６ 

３）創  基  １８７５年（明治８年） 

４）発  足  １９４９年（昭和２４年） 

５）学  長  伊東 幸宏 

６）キャンパス     代表住所                   面積   （2015年 5月 1日現在） 

静岡地区 静岡県静岡市駿河区大谷８３６  512,733㎡  

浜松地区 静岡県浜松市中区城北３丁目５番１号  182,135㎡ 

藤枝地区 静岡県藤枝市仮宿６３  139,577㎡  

島田地区 静岡県島田市中河町１６９  23,214㎡  

中川根地区 静岡県榛原郡川根本町元藤川２９８の７  2,592,890㎡（地上権・借入含） 

天竜地区 静岡県浜松市天竜区西藤平１６２３の１  608,776㎡（借入含） 

清水地区 静岡県静岡市清水区三保地先  135㎡（借入含） 

富士宮地区 静岡県富士宮市麓字大丸山１７３の２  3,305㎡（借入含） 

天城湯ヶ島地区 静岡県伊豆市湯ヶ島字鉢窪２８５７の３４  1,800㎡（借入含） 

    

建物延べ床面積   271,005㎡  

７） 組織理念 

教育と研究における努力の積み重ねにより、本学はこれまで輝かしい成果を挙げてまいりました。また、本学は静

岡の地域社会に支えられる一方、地域社会に対して学術・文化、産業振興の面で貢献するなど、地域とともに歩んで

きました。本学は、地域において、また地域を超えて活動を展開し、社会のさまざまな要請に応えていくことを通し

て、存在感のある輝く大学として、さらなる発展を目指します。 

 

８） 組織沿革 http://www.shizuoka.ac.jp/outline/profile/history/index.html 

静岡大学は１８７５（明治８）年、静岡師範学校の創設を創基としています。幾つかの学制改革を経た後、旧制の

静岡高等学校、静岡第一師範学校、静岡第二師範学校、静岡青年師範学校、浜松工業専門学校（旧浜松高等工業学校）

の統合（１９４９年）と静岡県立農科大学の移管（１９５１年）とともに、１９４９（昭和２４）年、新制大学とし

て「静岡大学」が発足しました。２００４（平成１６）年に「国立大学法人静岡大学」となり、現在に至っています。  

静岡、浜松などの地区に６学部、５研究科、２研究所などからなる総合大学として、学術、教育、研究の諸活動を

行っています。 

９） 構成員                                  （2015年 5月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

役員・教職員等（人） 

 

役員         ７人 

教員       ８６１人 

事務職員等    ３２７人 

 

合計     １，１９５人 

学部生・大学院生など（人） 

 

学部生       ８，６５７人 

修士課程      １，２５６人 

博士後期課程      ２１４人 

専門職学位課程      ６１人 

外国人留学生      ３２７人 

 

合計       １０，５１５人 

附属学校園（人） 

 

静岡小学校     ６１４人 

浜松小学校     ４２６人 

静岡中学校     ４７９人 

浜松中学校     ３５７人 

島田中学校     ３６０人 

特別支援学校     ６０人 

幼稚園       １０２人 

 

合計      ２，３９８人 

総合計 １４，１０８人 
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１０）案内図・配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静静岡岡キキャャンンパパスス  

浜浜松松キキャャンンパパスス  

静静岡岡キキャャンンパパスス  

浜浜松松キキャャンンパパスス  
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２．施 設 マ ネ ジ メ ン ト 
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２－１ 施設マネジメント 

２－１－１ 静岡大学 施設マネジメント 

１１））施施設設ママネネジジメメンントトのの導導入入ににつついいてて  

国立大学法人は、次代を担う豊かな人材の育成、独創的・先端的学術研究の推進など、社会の要請、期待を受け

て様々な活動が行われている。施設は、これらの活動を支援・推進する重要な基盤である｡ 

特に法人化後の大学は、教育活動や研究開発などに個性を発揮することが期待されており、施設についても柔軟

に個性化を支える対応が求められている。このため、各大学の多様な教育・研究計画に対応した施設の充実や教育、

研究、地域連携などの大学諸活動等に応じた施設整備が必要となっており、これらの重点的・計画的に行うべき施

設整備の前提となる施設マネジメント等の取り組みが国立大学法人に求められている。 

 

静岡大学にとって、優秀な人材の育成、国際競争力のある先端学術研究、地域連携などの大学諸活動等を行う上

で、これらの諸活動の基盤となる教育・研究環境の充実、学生環境の充実は必要不可欠であり、教育・研究・地域

連携の進展に対応した重点的・計画的に施設整備を行うことはもとより、大学が所有する既存施設を有効に活用す

ることが重要であり、トップマネジメントの一環として、全学的・長期的な視点に立った施設マネジメントを導入

する必要がある。 

 

静岡大学は、全学的なマネジメント体制の下「中期目標・中期計画」及び「静岡大学キャンパスマスタープラン」

に基づき教育・研究環境の充実、学生環境の充実、大学諸活動等に応じた施設整備、既存施設の有効活用を図り、

学生・教員等の教育・研究活動の支援を図ることとしている。本学は、経営的視点にたった施設マネジメントを導

入して、施設整備、既存施設の活用、運営管理を一体的に行うとともに、施設は長期にわたる大学の財産であるこ

とを十分認識して整備、運営を行うこととする。 

 

２２））施施設設ママネネジジメメンントトのの必必要要性性ににつついいてて  

  既存施設の現状を踏まえ、施設機能の維持とともに、教育研究の進展や施設利用者の要望に応じた機能の向上や

有効活用を図ることが重要であり、必要に応じた新たな施設整備を行う必要がある｡ 

  このような教育・研究活動の基盤となる適切な教育・研究環境を構築するためには、施設の企画・計画、整備、

管理を一体的に行い、長期的な視点から適切に施設を維持・活用することを目的とするためにも施設マネジメント

の推進が必要不可欠である｡ 

 

３３））施施設設ママネネジジメメンントトのの視視点点ににつついいてて  

施設の質の管理(クオリティマネジメント) 、施設に係るコスト管理(コストマネジメント)、施設の運用管理(ス

ペースマネジメント)という３つの視点から具体的な目標を立て、これらについて調和を図りつつ推進することが

重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クオリティマネジメント 

施設利用者の要望に配慮しつつ安全及び教育・研究等の諸活動を支援する機能等を確保し施設の質の向上を図ること 

スペースマネジメント 

全学的にスペース利用状況を把握し、目的・用途に応じた施設の適切な利用状況等を評価・改善を行うことによる施設の

有効活用を図ること 

コストマネジメント 

クオリティマネジメント及びスペースマネジメントに関する費用を管理し、大学経営の観点から費用対効果の向上、資産

価値の維持を図ること 
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４４））静静岡岡大大学学ククオオリリテティィママネネジジメメンントト基基本本方方針針  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

静岡大学クオリティマネジメント基本方針 

知の拠点－大学の戦略的施設マネジメント 

－施設マネジメントの基本的視点－ 

◆ 教育研究の発展を図る上でその諸活動と有機的な関連を持つ大学施設はその基盤となるものであり、その充実は不可欠

である。 

更に、大学自らが総合的・長期的な視点に立った「施設マネジメント」を導入し、新たな施設整備を進めることはもとより、大

学が所有する既存施設を効率的に管理し有効活用を図ることが重要である。 

◆ 教育研究活動の基盤となる適切な教育研究環境を構築するためには、施設の企画・計画、整備、管理を一体的に行い、

長期的な視点から施設を確保・活用することを目的とする施設マネジメントの導入が必要であり、それをトップマネジメントの

一環として、戦略的に行うことが重要である。 

◆ 施設マネジメントの実施に係る基本的考え方  

       施設の質の管理（クオリティマネジメント） 

       施設の運用管理（スペースマネジメント）  

        施設に係るコスト管理（コストマネジメント） 

クオリティマネジメントとは、施設利用者の要望に配慮しつつ、安全及び教育研究等の諸活動を支援する機能等を確保し、
施設の質の向上を図ることである。 

大学の理念及び教育研究方針に基づく今後の展開を図る上でその基盤となる施設は、教育機能、研究機能、生活機能を維持し、かつ高

機能化を進めていかなければならない。 

 また、大学施設は十分な維持管理等が行われていなかったことから、相当量の要修繕箇所（負の遺産）が生じている。クオリティマネジメン

トを的確に実施するには、既存施設の現状や教育研究活動の動向とともに教職員や学生などの施設利用者の要望を的確に把握し、本学

の取組むべき課題の抽出、実施方策の検討等の上、運用計画を作成することとする。 

◆大学の理念及び教育研究の方針に基づく教育研究の今後の展開、学生等の自主的な学習活動の動向

及び教職員の要望等 

◆施設の内外装,建築設備等の老朽･劣化の状態,耐震性能等の既存施設の基本的作能等 

◆学内における車や自転車等の利用状況と道路等の交通状況、広場の利用状況や樹木の分布状況など

の屋外環境について現状 

◆日常及び災害時の安全に係る施設面の現状 

◆夜間の施設利用における防犯対策の現状を把握する。 

◆消費エネルギー量や化学物質等の廃棄物量,環境物品等の調達状況などの実態を把握 

◆機能向上のため必要となる要修繕箇所の改善・解消の取組み事項 

◆教育研究の展開を見据え、機能、美観、快適性など質の向上についての取組み事項 

◆屋外環境を含めた安全及び衛生対策面及び生活機能面からの取組み事項 

◆エネルギーの効率的使用を図るとともに、省エネ機器の採用など省エネルギーに対する取組み事項 

◆利用目的に応じた多様な活動支援機能の確保した教育学習施設 

◆研究内容に応じた機能の他、変化を見据えた柔軟性、拡張性について基本的な考え方の設定 

◆バリアフリー対策など計画的段階的に導入目標を定め用途に応じた機能を確保 

◆災害、停電、断水など学外や教職員に対する安全性に係る事前対策及び事後に対する考え方を明確に

する。 

◆省エネルギー対策等環境への負荷の低減に係る目標を定め持続的改善に取組む目標 

①施設の機能の維持･向上 

◆教育研究活動に必要な機能を満たすよう要修繕箇所（蓄積された負の遺産）の解消を図る。 

②安全の確保 

◆大規模災に対する安全性の確保できない不良箇所の施設整備 

◆建物耐震性の確保、設備や実験機器・薬品棚等の安全対策を講じるとともに、非常用電源の確保など

の事後の対応策を講じる。 

◆実験室については,使用する化学物質に適合する安全衛生対策について確認する。 

◆夜間使用時等の施設の防犯対策（鍵、照明等）を適切に講じる｡ 

③環境への配慮 

◆エネルギーの効率的使用を図る｡施設の管理運営に当たっては,環境物品等の調達を推進する｡ 

 

施設等維持管理経費、営繕費、文教施設費及びその他の経費を活用し、施設の修繕、改修・点検保守等を一体的に計画

し、多様なコスト縮減のもと、費用対効果の向上、資源価値の維持を図る。 

背景 

現状把握 

課題の抽出 

目標の設定 

実施方策 

運用計画 
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５５））静静岡岡大大学学ススペペーーススママネネジジメメンントト基基本本方方針針  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６６））静静岡岡大大学学ににおおけけるる教教育育研研究究施施設設のの有有効効活活用用にに関関すするる要要項項  

 

静岡大学の施設の共同利用スペースに関する要項 
 

役   員   会   決  定  平成２５年３月２７日  

施設・環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委員会審議了  平成２４年９月２６日 

 

 （目的） 

第１条 この要項は、静岡大学（以下「本学」という。）の学部等が保有するスペースのうち共同利用スペースの適

切な管理運営及び有効活用を目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 学部等 各学部（附属学校は除く。）、創造科学技術大学院、大学院法務研究科、電 

子工学研究所及び大学教育センターをいう。 

(2) スペース 建物に設けられた研究室、実験室、講義室、会議室等の区域(設備室を除 

く)をいう。 

 (3) 学部等保有スペース 学部等の保有する面積をいう。 

(4) 学部等管理スペース 学部等の管理する面積をいう。  

(5)  全学共同利用スペース 別表第１に掲げる、学部等保有スペースのうち、学部等の枠を超えて全学的見地から

競争的または共通的に活用する面積をいう。 

 (6) 学部等共同利用スペース 別表第１に掲げる、学部等保有スペースのうち、当該学部等の構成員が競争的また

は共通的に使用する面積をいう。 

 （審議機関） 

第３条 共同利用スペースの管理運営及び有効活用に関する事項は、全学共同利用スペースについては、施設・環境

マネジメント委員会の審議を経て学長が決定するものとし、学部等共同利用スペースについては、学部等の長が決

定するものとする。 

静岡大学スペースマネジメント基本方針 

知の拠点－大学の戦略的施設マネジメント 

－施設マネジメントの基本的視点－ 

◆ 教育研究の発展を図る上でその諸活動と有機的な関連を持つ大学施設はその基盤となるものであり、その充実は不可欠

である。 

更に、大学自らが総合的・長期的な視点に立った「施設マネジメント」を導入し、新たな施設整備を進めることはもとより、大

学が所有する既存施設を効率的に管理し有効活用を図ることが重要である。 

◆ 教育研究活動の基盤となる適切な教育研究環境を構築するためには、施設の企画・計画、整備、管理を一体的に行い、

長期的な視点から施設を確保・活用することを目的とする施設マネジメントの導入が必要であり、それをトップマネジメントの

一環として、戦略的に行うことが重要である。 

◆ 施設マネジメントの実施に係る基本的考え方  

       施設の質の管理（クオリティマネジメント） 

       施設の運用管理（スペースマネジメント）  

        施設に係るコスト管理（コストマネジメント） 

教育研究の進展に柔軟かつ機動的に対応するためには、施設の有効活用が不可欠である。 

このため、学内においてスペースの使用状況を把握するとともに、不均一な狭隘化の解消、ムダ、ムリ、ムラのない効果

的な活用の徹底、かつ教育研究の変化に対し弾力的な再配分を行う明確なルールを規定する必要がある。 

背景 

施設有効活用の徹底 
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２ 全学共同利用スペースと学部等共同利用スペースの割合については、施設・環境マネジメント委員会と当該学部

等の長による協議を行い、学長が決定するものとする。 

 （学部等の長の責務） 

第４条 学部等の長は、当該学部等管理スペースについて、適正に管理運営を図るものとする。 

２ 学部等の長は、施設の新営または大規模改修を行う場合は、当該学部等保有スペースのうち別表第２に掲げる教

員配分面積の２０％を全学共同利用スペース及び学部等共同利用スペースとして確保する。 

ただし、施設の新営または大規模改修を行っていない学部等においては、既存の学部等保有スペースの中から全

学共同利用スペース及び学部等共同利用スペースを確保するよう努める。 

（全学共同利用スペースの管理運営） 

第５条 全学共同利用スペースの管理運営に関する事項のうち、場所や使用者の選定及び使用を認める期間の決定は、

施設・環境マネジメント委員会の審議を経て理事（総務・財務・施設担当）が行い、その他必要な取扱いを別に定

めるものとする。 

 （学部等共同利用スペースの管理運営） 

第６条 学部等共同利用スペースの管理運営は、学部等の長が行い、使用者の選定、使用を認める期間及びその他必

要な取扱いを定め、施設・環境マネジメント委員会の了承を得なければならない。 

２ 学部等の長は、年度初めに学部等共同利用スペースの使用者・使用期間・使用目的等運営計画を立て、施設・環

境マネジメント委員会に報告しなければならない。 

 （スペースの再編） 

第７条 学長は、理事（総務・財務・施設担当）及び学部等の長に対し、スペース再編計画の作成を指示することが

できる。 

２ 前項の指示を受けた理事（総務・財務・施設担当）及び学部等の長は、スペース再編計画を作成し、学長に提出

しなければならない。 

３ 学長は、スペース再編計画を基に、スペース再編を指示するものとする。 

 （使用料） 

第８条 全学共同利用スペース及び学部等共同利用スペースを利用する者には、別に定める使用料を徴収することが

できる。 

 （事務） 

第９条 全学共同利用スペース及び学部等共同利用スペースの有効活用に関する事務は、関係学部等の協力を得て、

財務施設部施設課において処理する。 

 （補則） 

第１０条 この要項に定めるもののほか、全学共同利用スペース及び学部等共同利用スペースに関し必要な事項は、

学長が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要項は、平成２５年４月１日から実施する。 

２ 静岡大学における教育研究施設の有効活用に関する指針（平成17年 1月 4日制定）は、廃止する。 
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大
分
類

小
　
分
　
類
　
の
　
定
　
義

全
学
共
同
利
用
ス
ペ
ー
ス

学
部
等
共
同
利
用
ス
ペ
ー
ス

1
講
義
室

講
義
に
使
用
す
る
室

－
－

2
演
習
室

演
習
形
式
の
授
業
に
使
用
す
る
室

－
－

3
実
習
室

製
図
，
工
作
等
の
実
習
（正

課
の
授
業
）に
使
用
す
る
室

－
－

4
学
生
実
験
室

学
生
実
験
（正

課
の
授
業
）に
使
用
す
る
室
（準

備
室
も
含
む
）

－
－

5
大
学
院
生
専
用
研
究
室

主
と
し
て
大
学
院
生
が
研
究
の
た
め
に
使
用
し
て
い
る
室
（学

部
４
年
次
生
等
が
同
居
し
て

い
る
場
合
も
含
む
）

－
指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

6
学
生
情
報
端
末
室

学
生
が
自
由
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
端
末
室

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
、
か
つ
、
複
数
学
部
に
対
し
、
使

用
機
会
が
均
等
に
与
え
ら
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

7
図
書
室
又
は
資
料
室

学
生
の
た
め
の
図
書
室
又
は
資
料
室

－
指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

8
談
話
室

学
生
の
談
話
，
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
の
た
め
の
室
又
は
ス
ペ
ー
ス

－
指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

9
そ
の
他

上
記
に
含
ま
れ
な
い
学
生
用
の
室
又
は
ス
ペ
ー
ス

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

1
研
究
室

教
員
が
専
ら
研
究
に
用
い
る
室

－
－

2
実
験
室

教
員
が
自
ら
又
は
学
生
と
共
に
実
験
を
す
る
た
め
に
用
い
る
室
（機

械
室
、
暗
室
等
附
属
の

室
も
含
む
）

－
－

3
資
料
室
又
は
図
書
室

教
員
の
た
め
の
資
料
室
又
は
図
書
室

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

4
計
算
機
室

教
員
が
単
独
又
は
複
数
で
用
い
る
計
算
機
室
・共

通
機
器
室

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

5
そ
の
他

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ス
ペ
ー
ス
・若

手
研
究
者
（テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
）ス
ペ
ー
ス

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
、
か
つ
、
複
数
学
部
に
対
し
、
使

用
機
会
が
均
等
に
与
え
ら
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
、
か
つ
、
学
部
等
内
に
対
し
、

使
用
機
会
が
均
等
に
与
え
ら
れ
て
い
る
室

1
部
局
長
等
執
務
室

専
ら
部
局
長
等
と
し
て
の
執
務
を
行
う
室

－
－

2
事
務
室

学
部
、
学
科
等
の
事
務
職
員
が
執
務
を
行
う
室

－
－

3
電
算
室

事
務
電
算
処
理
を
行
う
専
用
の
室

－
－

4
書
類
庫
・倉

庫
教
育
研
究
以
外
の
用
途
で
使
用
す
る
書
類
庫
・倉

庫
（就

職
情
報
資
料
室
は
大
分
類
　
ａ）

－
－

5
会
議
室
又
は
応
接
室

会
議
や
応
接
室
の
た
め
に
使
用
す
る
室

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
、
か
つ
、
複
数
学
部
に
対
し
、
使

用
機
会
が
均
等
に
与
え
ら
れ
て
い
る
室

－

6
印
刷
室

印
刷
機
，
複
写
機
及
び
裁
断
機
等
を
設
備
し
，
印
刷
等
に
使
用
す
る
室
（主

と
し
て
教
育

研
究
用
に
使
用
す
る
も
の
を
除
く
）

－
－

7
そ
の
他

上
記
に
含
ま
れ
な
い
学
部
学
科
等
の
管
理
運
営
の
た
め
に
使
用
す
る
居
室
又
は
ス
ペ
ー

ス
（情

報
通
信
関
係
設
備
室
，
給
湯
室
，
用
務
員
室
等
）

－
－

ｄ
未
使
用
室

現
在
使
用
し
て
い
な
い
室
（倉

庫
以
外
の
室
で
、
使
用
し
な
い
実
験
機
器
・什

器
類
を
置
い
て
い
る
室
等
も
含
む
）

指
針
等
で
全
学
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

指
針
等
で
学
部
等
共
同
利
用
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
室

※
　
い
ず
れ
も
、
室
名
称
・利

用
目
的
に
沿
っ
て
、
正
規
に
利
用
さ
れ
て
る
場
合
に
限
る
。

全
学
共
同
利
用
ス
ペ
ー
ス
及
び
学
部
等
共
同
利
用
ス
ペ
ー
ス
の
分
類

小
分
類

ａ
教
育
関
係

諸
　
　
　
室

ｂ
研
究
関
係

諸
　
　
　
室

ｃ
管
理
運
営

関
係
諸
室

別
表
第
１
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７７））静静岡岡大大学学ココスストトママネネジジメメンントト基基本本方方針針  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

静岡大学コストマネジメント基本方針 

知の拠点－大学の戦略的施設マネジメント 

－施設マネジメントの基本的視点－ 

◆ 教育研究の発展を図る上でその諸活動と有機的な関連を持つ大学施設はその基盤となるものであり、その充実は不可欠

である。 

更に、大学自らが総合的・長期的な視点に立った「施設マネジメント」を導入し、新たな施設整備を進めることはもとより、大

学が所有する既存施設を効率的に管理し有効活用を図ることが重要である。 

◆ 教育研究活動の基盤となる適切な教育研究環境を構築するためには，施設の企画・計画，整備，管理を一体的に行い、

長期的な視点から施設を確保・活用することを目的とする施設マネジメントの導入が必要であり、それをトップマネジメントの

一環として、戦略的に行うことが重要である。 

◆ 施設マネジメントの実施に係る基本的考え方  

       施設の質の管理（クオリティマネジメント） 

       施設の運用管理（スペースマネジメント）  

        施設に係るコスト管理（コストマネジメント） 

コストマネジメントとは、クオリティ及びスペースの確保・活用に要する費用を管理し、大学経営の観点から、費用対効果の向
上、資産価値の維持を図ることを言う。 

大学の理念及び教育研究方針に基づく今後の展開を図る上でその基盤となる施設は、教育機能、研究機能、生活機能を維持し、かつ高

機能化を進めていかなければならない。 

また、大学施設は十分な維持管理等が行われていなかったことから、相当量の要修繕箇所（負の遺産）が生じている。コストマネジメント

を的確に実施していく上で下記の点について調査・把握して、コストマネジメントの実施方策を検討し、運用計画を作成することとする。 

◆施設利用者の要望に応えつつ、経営的観点から長期にわたる教育研究環境の適切な維持及び施設の

管理運営に係る費用の配分等に関する課題 

◆施設の維持管理費に関しては、日常的な修繕費等の他に、定期的に実施される大規模な改修工事等も

踏まえた観点での課題 

◆施設の新増築等を行う場合に係るコスト、既存施設の要修繕箇所の解消に係るコストの目標を設定 

◆建物の用途毎に維持管理等に係るコストの目標を設定 

（中長期的な観点から、建物の使用期間に配慮し、特定の年度に業務が集中しないように、平準化に配

慮。） 

◆省エネルギー対策による光熱水費の削減に関する目標 

①運営費交付金の学内配分 

◆運営費交付金の学内配分において,施設管理に必要となる経費を包括的に確保する 

 とともに,一元的に管理･配分の検討 

②多様な財源の活用 

◆競争的資金の間接経費などの運営費交付金以外財源においても,施設の改善等への充当を検討。 

◆教職員･学生や外来者の駐車スペースの整備や維持管理については、必要な経費を当該利用者が負

担するなどの検討｡ 

◆大規模災に対する安全性の確保できない不良箇所の施設整備 

③多様なコスト縮減の方策 

◆省エネルギーによる経費節減を検討 

施設等維持管理経費、営繕費、文教施設費及びその他の経費を活用し、施設の修繕、改修・点検保守等を一体的に計画

し、多様なコスト縮減のもと、費用対効果の向上、資源価値の維持を図る。 

背景 

課題の抽出 

目標の設定 

実施方策 

運用計画 

１．今までの改修・修繕費、光熱水費、点検保守費、及び清掃費等管理運営費額の把握 

２．既存施設の要修繕箇所の解消のための改修・修繕に必要な額の把握 

３．中期目標・中期計画に実現に向けた整備のための改修・修繕に必要な額の把握 
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８８））施施設設ママネネジジメメンントトのの推推進進体体制制ににつついいてて  

◆施設・環境マネジメント委員会を中心とした推進体制 

 

「施設｣とは、建物、エネルギー幹線、情報通信システム、構内道路や植栽等の屋外施設、大型の実験機器等を

含んだ大学における教育・研究活動の基盤となるキャンパス全体をいう｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９９））施施設設ママネネジジメメンントトのの実実施施ににつついいてて  

既存施設の現状を適切に把握し、取り組むべき課題を明確にするとともに、課題に対する施設マネジメントの整

備目標を設定し、これを実現するためのキャンパスマスタープラン（基本方針・施設整備中期計画・施設営繕中期

計画等）を作成し、具体的方策に取り組むことが重要である｡ 

また、ＰＤＣＡサイクルを行うことによる持続的改善を図ることが重要である｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

 

 

施設・環境 

マネジメント委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 長 

（役員会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 局 

 

 

 

 

 

ｷｬﾝﾊﾟｽﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等 

承 認 調査結果報告 

施設営繕計画等調査 

施設マネジメント委員会での審議事項 

１施設の中期計画の実施に関する事項 

２施設の有効活用に関する事項 

３施設の整備等管理維持費に関する事項 

４施設の環境保全に関する事項 

５その他、施設マネジメントに関する事項 有効活用状況報告 

改善通知（必要に応じて） 

施設利用状況報告 

クオリティマネジメント、スペースマネジメント、コスト

マネジメントの観点から施設の現状を把握 

クオリティマネジメント、スペースマネジメント、コスト

マネジメントの観点からの課題の抽出 

施設マネジメントの整備目標を設定 

方針に基づきクオリティマネジメント、スペースマネジメ

ント、コストマネジメントに関する具体的方策の実施 

持続的改善 

キャンパスマスタープラン 

（基本方針の策定） 

 Ａ 

 Ｃ 

 Ｐ 

 Ｄ 
キャンパス計画 

施設整備中期計画 

施設営繕中期計画 
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１１００））現現状状のの把把握握  

法人化前までの静岡大学は、対症療法的な施設の維持管理等が実施されてきたことから、相当量の要修繕箇所

（負の資産）を抱えている状況にある。また、スペースについても教育・研究内容に応じた適正な配分がなされて

いない面があることや、大学院施設等の量的な不足から、一部の施設で狭隘化が生じている状況にある。 

これらのことから、施設マネジメントを的確に実施するために、既存施設の現状や教育・研究活動の動向ととも

に教職員や学生などの施設利用者の要望を的確に反映する必要があることから、クオリティマネジメント、スペー

スマネジメント、コストマネジメントの観点から施設の現状を把握する。 

１１１１））課課題題のの抽抽出出  

■クオリティマネジメントの観点から 

◆機能向上のために必要となる要修繕箇所の改善・解消に資する課題を抽出する。 

◆教育・研究の展開を見据え、機能・美観・快適性などの質の向上について取り組むべき課題を抽出する。 

◆生活機能の面から課題を抽出する。 

◆屋外環境を含めた総合的なキャンパス環境の形成に関する課題を抽出する。 

 

■スペースマネジメントの観点から 

◆限られた施設を有効に活用するためには、学部等の枠を超えた全学的な利用や多目的な利用の推進等、施設の

利用効率を踏まえたスペースの利用方法などの課題を抽出する。 

◆既存施設の状況と学生や教職員等利用者の活動状況から、必要となるスペースや安全性等を維持するスペース

の確保及び活用に関する課題を抽出する。 

◆学生や研究者の学習やコミュニケーションあるいは課外活動を行うためのスペースや長時間大学に滞在すると

きに必要となるスペースの確保及び活用に関する課題を抽出する。 

 

■コストマネジメントの観点から 

◆施設利用者の要望に応えつつ、経営的観点から長期にわたる教育研究環境の適切な維持及び施設の管理運営に

係る費用の配分等に関する課題を抽出する。 

◆施設の維持管理費に関しては、日常的な修繕費等の他に定期的に実施される大規模な改修工事等も踏まえた総

合的なコストマネジメントの観点で課題を抽出する。 
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１１２２））施施設設目目標標のの設設定定  

施設マネジメントの整備目標を主体的に設定する必要があることから、施設に係る取り組むべき課題に対し、ク

オリティマネジメント、スペースマネジメント、コストマネジメントの観点から総合的に判断する。 

■クオリティマネジメントの目標設定の考え方 
 

  １．教育・学習施設としての機能の確保 

◆利用目的に応じて多様な活動支援機能の確保 

（教育内容や教育方法に応じた機能＋変化に対応するための必要な機能） 
 

２．研究施設としての機能の確保 

◆利用者の利便性,実験材料や機材等の搬出入情報環境及びエネルギー供給等の観点から,研究内容に応じた適

切な機能を確保する。 

◆機材の入替え動線等を確保することや､電気設備,情報通信設備及び給排水設備等における変化を見据えた柔

軟性や拡張性について、基本的な考え方を設定する。 
 

３．生活機能の向上 

◆ユニバーサルデザインの一つとして計画的、段階的に導入する目標を定め、諸活動等を充実する食堂や交流

の場などの用途に応じた機能を設定する。 
 

４．安全の確保 

◆実験室にあっては、その運用方針や化学物質の管理体制と整合した機能を確保する必要がある｡ 

◆外壁の落下や薬品棚の転倒などの施設に起因する事故を未然に防止する。 

◆災害や停電及び断水などにおいて、学外や教職員に対する安全性に係る事前対策及び事後の対応に関する考

え方を明確にする。 

◆防犯機能の設定等、夜間の施設利用等における防犯対策を行う。 
 

５．環境への配慮 

◆廃棄物の管理及び環境への負荷の低減に係る目標を定め持続的改善に取り組む。 

◆消費エネルギー削減、再生資源の活用などに関する目標の設定。 

■スペースマネジメントの目標設定の考え方 

数量的基準によるスペース再配分方針を大谷団地、城北団地について策定する。 
 

１．教育・学習スペースの確保・活用 

◆全学的に運用し稼働率の向上を図り、空いた講義室等を新たな教育活動に活用するなどスペースの有効活用

を図る。 

◆学生の自主的な学習等の諸活動に活用するためには、講義室等の空き時間や夜間の活用など施設の多様な運

用方法の検討。 
 

２．研究のためのスペースの確保・活用 

◆研究内容の変化に速やかに対応するため、学部等の枠を超えて利用できる共用スペースを確保することが重

要であり、共用スペースとその他のスペースとの構成比率等を検討する。 

◆施設の有効活用や安全性の観点から、研究活動の内容に応じて、研究スペースの共同利用を図るとともに同

種の実験室の集約化等を検討する。 
 

３．生活の場のためのスペースの確保・活用 

◆既存施設の再配分については、キャンパスに長期時間滞在する学生や教職員の生活を支援するためのスペー

スを考慮する。 
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■コストマネジメントの目標設定の考え方 

◆施設の新増築等を行う場合に係るコスト、既存施設の要修繕箇所の解消に係るコストの目標を設定する。 

◆建物の用途毎に維持管理等に係るコストの目標を設定する｡その際、中長期的な観点から建物の使用期間に配

慮し、特定の年度に改修･修繕及び保守等の業務が集中しないように平準化に配慮する。 

◆省エネルギー対策による光熱水費の削減に関する目標を定める。 

 

１１３３））実実施施方方針針のの策策定定  

教育研究活動に必要な施設の提供という視点から、施設マネジメントを実施する上で本学の実状に即した施設水

準目標の基本方針を基に必要となる実施方針をトップマネジメントとして策定する。 

   

■実施方針の考え方 

 １．クオリティマネジメントの実施方策 

  ◆施設標準仕様を作成することにより、大学としてのグレードを平準化し過大・過少にならないよう必要不

可欠な範囲で機能確保に努める。 

 

①施設の機能の維持･向上 

○研究室・実験室は、研究・実験内容の変化に対応できるよう、流動化を前提とした整備を行う。 

○情報関連スペースは、情報化に対応する柔軟性の向上のための二重床の設置など高機能化を進める。 

○ハートビル法に準拠した努力目標を定めユニバーサルデザインを導入する。 

 

②安全の確保 

○「東海地震＋東南海地震」の地震対策強化地域であることから、大規模地震・災害に対する施設設備の

安全性能・防災機能を確認し、建物耐震性の確保、設備や実験機器・薬品棚等の安全対策を講じるとと

もに、非常用電源の確保などの対応策を行う。 

○実験室については、使用する化学物質に適合する安全衛生対策について確認する必要がある。 

○夜間使用時等の施設の防犯対策（鍵、照明、カメラ）を適切に対応する。 

 

③環境への配慮 

○エネルギーの効率的使用を図るとともに、省エネルギー機器の採用などのエネルギー使用の合理化を技

術的観点から検討し、省エネルギーに対する取り組みを推進することが必要である。 

○施設の管理運営に当たっては、環境物品等の調達を推進する。 

 

 ２．スペースマネジメントの実施方策 

  ◆大学施設のスペースガイドラインを策定し、施設は大学全体の共有財産であることを認識するとともに、

施設の弾力的運用を行うための事項を定めることとする。 

 

①施設の確保 

○施設整備を行う上で、同種用途の室や同様の機能を有する室の集約化を検討する。 

○キャンパスの快適性の向上や施設利用者の利便性を考慮し、総合研究棟や図書館等に福利厚生施設を併

設した複合施設を計画することも有効である。 

○研究活動の変化に速やかに対応するために、全学共同利用スペース・部局共同利用スペースを確保する

ことも重要である。 
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②施設の運用 

○全学的に施設の利用状況を把握し、教育・研究活動に対応して、適切に利用状況の評価・改善を行うた

め、施設管理情報システムを活用することは有効である。 

○研究者や大学院学生等の施設の利用状況に応じて、使用する机を特定せずに共用して利用する方法(フ

リーアドレス制)を検討することも有効である｡ 

 

③学外施設の活用 

○時限付きの研究などの使用期間が限られた活動のための施設や学外に向けて行う活動のための施設に 

ついては、必要に応じて学外の施設の活用を検討することも有効である。 

  

 ３．コストマネジメントの実施方策 

  ◆クオリティ及びスペースの確保、活用に要する費用を管理し大学経営の観点から費用対効果の向上、資産

価値の維持を図ることとする。 

 

①運営費交付金の学内配分 

○使途を特定されない渡し切りの経費となる運営費交付金の学内配分において、施設管理に必要となる

経費を包括的に確保するとともに、一元的に管理・配分することが必要である。 

 

②多様な財源の活用 

○競争的資金の間接経費や寄付金などの運営費交付金以外財源においても、施設の改善等への充当を検討

することが重要である｡ 

○教職員、学生や外来者の駐車スペースの整備や維持管理については、必要な経費を当該利用者が負担す

ることなどの検討も行う。 

 

③適切な施設規模等の設定 

○施設のグレードが過大になることや非効率なスペースが生じないように費用対効果の観点から、施設の

建設及び維持管理に係るコストの分析が必要である。 

 

④多様なコスト縮減の方策 

○省エネルギーによる経費節減を図る。 

○外部委託することにより、大学運営にとって経費節減となる事項があるか検討する。 

 

１１４４））施施設設にに係係るる情情報報管管理理  

施設マネジメントを効果的・効率的に実施するには、トップマネジメントによる全学的な実施体制の構築が不可

欠であり、土地・建物に関する基礎的な情報の他に、各建物の改修・修繕の履歴、用途毎の面積と利用状況、実験

機器及び備品等並びに施設に係るコストなどについて、情報の透明性を図る必要があることから、施設利用情報・

評価システムを導入する。 

このシステムを構築することにより、施設利用状況データを活用した施設の建設、改修、再編、研究室の引越し

等の施設整備計画に関する立案・合意形成、合理的な施設利用の計画立案と意思決定に関する計画プロセスの公平

性を確保することが可能となる。 

また、施設利用状況をリアルタイムで把握することができ、学部等の長と施設利用者の情報の伝達・共有が迅速

に行われることにより、教育・研究スペースの弾力的・流動的活用を図る。 

このシステムを利用することにより、研究室、実験室等の利用状況（施設利用情報）を学部等の長が把握できる

とともに、スペースの状態評価を利用者の視点で部局等の長に直接アピールできる。また、構築された情報を全学

に向けて公開できる。 
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施設利用情報・評価システム 概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設管理基本システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の有効活用・適正利用                   全学公開 
 

Ⅰ.基礎台帳作成（財務施設部が作業、編集） 

１．団地別施設配置図 

２．棟別平面図 

大規模改修・用途変更等が

あった場合、財務施設部が

随時更新 

室利用状況に変更があった

場合、施設利用者が財務施

設部に更新依頼 

Ⅱ．各室利用状況記入 

１．各利用室の詳細情報の記入 

２．.写真のアップロード 

毎年度行われる「国立大

学法人施設実態調査」等

の基礎データとして活用 

Ⅲ．施設利用状況公開（部局等の長、施設利用者がシステムデータを検索・閲覧） 
１．検索条件指定 
２．検索結果表示 

 ・図面等で位置を確認 
 ・「写真」で狭隘状況を目視することが可能 
 ・「詳細情報」により、利用者、室内の設備、更新日時等が閲覧可能 

Ⅲ．施設利用状況確認（データ確認）【施設管理者⇔施設利用者】 
１．部局等の長が施設利用状況を確認し、空室や利用率の低い施設を把握 
２．入力データの修正が必要な場合は、部局等の長から財務施設部へ修正を依頼 
３．空室や利用率の低い施設がある場合は、有効活用の検討を行う。 

空室や利用率の低い施

設の有効活用がリアル

タイムに実施され、施設

の有効活用が促進され

る。 

全学公開することにより、他部局の施設

利用状況が確認することができ、施設の

有効活用が促進される。 

施設利用者 

 

玄関・廊下・トイレ・

電気室・機械室等の 

共 通 ス ペ ー ス 

学  部  等  の  長 

 

確 認   

 

 

 

 

 

 

 

報 告 

 施設の利用状況（現状） 

全学共同利用 

スペース 

部局固有 

スペース 

部局共同利用 

スペース 

施設利用 

情報データ 

 

 

更 新 

改
善
通
知
（
必
要
に
応
じ
て
） 

施設利用状況 

評価・報告 

部局スペース 

利 用 

許 可 

全
学
共
同
利
用
ス
ペ
ー
ス
利
用
申
請
 

許
 
可
 

随時更新された情報を確

認することで、空室の有

無や室の利用率等の施

設利用状況をリアルタイ

ムで把握できる。 

学       長 

（ 役 員 会 ） 

財務施設部 

  施設・環境マネジメント委員会 
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■期待する効果 

◆全学的観点からスペース利用状況が把握でき、施設は大学全体の共通財産であるという意識が生まれる。 

◆施設の有効活用に資するスペース再編の基礎データとして活用できる。 

◆将来的には「光熱水費、維持管理費の自益者負担制」を導入し、ムダを省く意識、スペースの有効活用の推進、

省エネルギー対策にも寄与することができる。 

  

１１５５））施施設設利利用用者者へへのの啓啓発発  

施設は「大学全体の共有財産」であり、特定の組織や個人のものではないという認識を広めるため、啓発活動を

行う。 

これまで施設利用者に「大学の財産である施設を大切に利用する」という意識が希薄であるために適切な使い方

や修理・保守がなされず一層傷みが早くなるという事例が見受けられる。このため、施設を良好な状態に保つ修繕

やメンテナンスについて、教職員・学生に意識を浸透させる必要がある。 

施設利用者と施設との関わりについての認識を広める観点からも、前述のとおり施設情報の透明性を図るための

施設利用情報・評価システムの導入の取り組みは重要と考える。 

また、大学施設についても多くの興味と知識を持ってもらうための方策として施設課ホームページの活用等によ

り情報収集も容易に取り入れる環境構築も必要である。 

 

１１６６））管管理理運運営営ココスストト等等のの情情報報公公開開  

光熱水費に関して、学部学科単位あるいは施設利用者毎の使用量を静岡大学ホームページの学内情報に公表する

ことにより、省エネルギーへの理解と協力を得ることとする。 

このことは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（以降「省エネルギー法」という。）」に対応するため

と大学運営経費の節減に向けて施設利用者への情報公開による現状の把握、省エネルギーへの取り組み推進を目的

とする。 

また、大学施設の維持管理に要する費用についても静岡大学ホームページの学内情報に公表し、本学の資産を計

画的に維持する取組みに対する理解を得る。 
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２－１－２ 施設整備計画について 
  「施設整備計画｣とは、施設整備の現状と課題を把握し、アカデミックプランに基づいた施設運用・有効活用を

行うための企画立案をいう。すなわち、長期的な目標及び中期目標・中期計画に施設の整備及び管理に関する目標

を盛り込み、これを実施するための「キャンパスマスタープラン」を策定することをいう｡ 

 

１１））施施設設整整備備中中期期計計画画ににつついいてて  

「施設整備中期計画｣とは、中期目標・中期計画期間中における施設の新増改築、大規模改修やキャンパス全体

整備の工事実施計画をいう｡ 

 計画策定には、既存施設の有効活用状況、アカデミックプラン、最先端研究・プロジェクト研究の活性化状況及

び施設の老朽・狭隘化などを総合的に判断し、決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ ャ ン パ ス 
マスタープラン 
の検討・ 見直し 

ア カ デ ミ ッ ク プ ラ ン 

既 存 施 設 の 
現状調査・分析 

老 朽 度 調 査 

機能劣化調査 

耐 震 診 断 
耐 力 度 調 査 

既 存 施 設 の 有 効 活 用 状 況 
教 育 研 究 へ の 支 援 

研 究 プ ロ ジ ェ ク ト 評 価 

狭 隘 状 況 評 価 

既 存 施 設 で の 対 応 の 可 否 

耐 震 補 強 改 修 
建築：性能改修 
設備：機能改善 

大 規 模 改 修 
部  分  改  修 

新 築 ・ 増 築 

評 価 ・ 検 討 

施 設 整 備 

建  物 部局固有面積 全学共用スペース 

部局共用スペース 

施 設 整 備 計 画 

（ ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト 評 価 ） 

Ｃ 

Ａ 

Ｐ 

Ｄ 
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  ２２））施施設設営営繕繕中中期期計計画画ににつついいてて  

「施設営繕中期計画｣とは、既存施設を安心安全で良好な教育研究環境及び宿舎環境として維持し、質の向上を

図るための中長期にわたる改修・修繕に関する年次計画をいう。 

計画策定には、施設・設備の耐用年数やコスト等を考慮した上で、施設の修繕・改修等の業務が特定の年度に集

中しないよう平準化を図るとともに、今後の大規模改修等の計画と共に修繕計画建物の有効性を十分に配慮し、決

定するものとする。 

 

■主な負の蓄積解消改善事業 
 

◆基幹整備 
 

① 水道施設：静岡キャンパスの給水設備は井戸水を３箇所から汲み上げ、ろ過処理、減菌の上、加圧送水し

ている。しかし、１号井戸の劣化により安定供給が出来ない恐れがあるため、１号井戸給水システムの改

善が必要である。 
 

② 受電施設：各団地の受電施設は電気エネルギーの源であり、経年３０年以上経過している設備も存在して

おり、保守部品も生産中止となっており、故障時の対応が困難な状態である。安定した電力供給、安全性

の確保のため更新が必要である。また、建物毎に設置してある電気室内の老朽化対策については、老朽建

物の大型改修時まで、部品更新で対応し投資効果を持続しながら維持管理をする。 
 

③ 各所外灯の改善：静岡キャンパス及び浜松キャンパスにおける夜間の安全性確保は急務であり、省エネル

ギー効果も大きいことから、外灯の改善を図る。  
 

④ 通信設備（電話交換機）の改善：静岡小学校、藤枝フィールド農場、浜松小学校の電話交換機は老朽化が

著しく、修理・増設等の保守部品はすでに生産中止されており、故障に対する維持保全に苦慮している。

また、空き回線不足による新規回線にも苦慮しており、教育研究に支障を与えぬよう改善を図る。 

 

◆消防用設備の改善整備 
 

① 消火用送水施設の機能確保：消防の用に供する設備である屋内消火栓に導水するための送水ポンプが経年

劣化による更新時期が過ぎており改善が必要である。 
 

② 警報設備の機能確保：消防の用に供する設備である警報設備の内、火災報知設備の火災受信機更新、放送

設備の防災アンプ更新が必要である。 
 

③ 防災設備の保守：防火戸、シャッターは、有事の際に避難通路を確保するなど基本的機能を確保するため、

保全業務として実施する。 

 

◆建物外部からの漏水の改善整備 
 

① 屋根防水等の改修：建物の基本機能である屋根防水は改修履歴、巡視点検による結果、経過年数、補修履

歴等から総合的に判断し、事後改善とならぬよう予防保全を実施する。 
 

② 外部建具等の改修：老朽化改善対象建物の外壁に設置してあるアルミ製建具は初期の性能のものが劣化し、

気密性、水密性等の性能が満たされていなく、雨天時は居室に漏水しており苦情が多いことから、改善の

必要がある。 
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■取組むべき整備事業 
 

◆安全確保（大規模災害等に対する不良箇所の改善及び老朽化による不良箇所の改善） 
 

① 外壁仕上げ材の経年劣化による落下防止改善：経年劣化による建物外壁の仕上げ材（タイル、モルタル材）

がはがれ落ち、落下物による人身事故防止のための改善。 
 

② 傾斜地面の地すべり等からの保護及び改善：傾斜地の法面保護ブロックの亀裂からの崩壊、安定勾配のな

い部分等の崩壊等災害防止のための改善 
 

③ 実験室等の設備改善：特に老朽化した実験盤は露出型で接触による感電事故を引き起こす可能性が高く使

用者の安全を確保する。 
 

④ 避雷設備の改善：雷害による教育研究機材への障害を防止するため劣化破損した避雷設備の基本性能を確

保する。 
 

⑤ 搬送設備の改善：老朽化の著しい昇降設備は、維持管理が困難であり早急に改善の必要がある。 

 

◆学生への支援整備 
 

① 空気調和設備の改善・省エネルギー：適切な教育環境の保持として講義室等の空調整備を行うとともに、

空調室外機のＷマルチ型への省エネ対策も行う。 
 

② 学生福利厚生施設の支援事業：学生寄宿舎、課外活動施設の老朽改善整備。 
 

③ トイレ改善：建物の中で衛生環境の保持としてトイレの老朽改善整備。 

 

◆バリアフリー対策 

① ハートビル法に準じた整備：ユニバーサルデザインの導入に伴いバリアフリー基本方針を設定し、公的施

設として社会的役割を果たす。 

 

◆屋外環境整備 

① コミュニティ広場の整備：学生動線と車・サービス動線との交差を避け、多くの学生等が交流できる空間

を整備する。 

   

■職員宿舎の維持保全事業 

  宿舎における計画的な維持管理整備の必要な項目事項については、財産管理部署と検討し取組むこととする。 

① 大谷宿舎  ３棟 

② 小鹿宿舎  ４棟 

③ 三保宿舎  １棟 

④ 広沢宿舎  ２棟 

⑤ 藤枝宿舎  １棟 

 

 

２－１－３ 施設維持管理 
施設全体を持続的に良好な環境に維持し運用するためには、施設の維持管理（修繕、点検保守、清掃、予防保全、

劣化防止対策）が重要であり、施設は長期にわたる大学の財産であることを再認識して効果的な運営を行うことが

必要である。 
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２－２ 施設整備等基本方針 

２－２－１ 静岡大学 施設整備基本方針 

１１））建建物物のの基基本本的的なな設設計計仕仕様様のの考考ええ方方  

■基本方針 

キャンパスのランドスケープを踏まえ、キャンパス全体として調和するようなファザード・色調を基本とし

た設計を行うとともに、建物共通部分（エントランス・リフレッシュスペース・階段・廊下・便所等）及び研究

居室は、ユニバーサルデザインを積極的に導入し、統一した仕様を定める。 

 

２２））建建物物のの外外部部仕仕上上げげのの考考ええ方方  

 ■基本方針 

キャンパスのランドスケープを踏まえたキャンパス全体の調和を考慮し、外部の仕上げ材及び色調（特に外

壁・建具）を統一する。また、維持管理の容易さ、汚れにくく傷みにくい材料を選定し、ライフサイクルコス

トの低減を図る。 

 

 

  ◆ 大谷団地について 

大谷団地は、有度山を背景とした風致地区に指定されており、「静岡県風致地区条例」第６条にて「建築

物にあつては当該建築物の位置、形態及び意匠が、工作物にあつては当該工作物の位置、規模、形

態及び意匠が、新築の行われる土地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不調和でない

こと。」と規定されている。このことから、外部仕上げは周辺地域に調和していることが必須条件であり、

キャンパス全体の調和を図っていく必要がある。 

 

    キャンパス移転初期の昭和４０年代に建設された主要な建物は、共通教育校舎・理学部校舎・教育学部校

舎・農学部校舎・附属図書館及び本部管理棟である。これら建物のファサードデザインは、柱型を強調、梁型

と外壁を面落ちで統一し、外壁色は白（ライトグレー）を基調としている。その中でも、キャンパスの中心に

位置する附属図書館はバルコニーを配した特徴的なデザインとしており、シンボル的な存在である。また、附

属図書館と理学部Ｂ棟の１階外壁基壇部分には、グレー系の石張りが施されている。 

その後の昭和５５年頃に建設された人文学部（現人文社会科学部）校舎は、柱型、梁型及び外壁を面一に仕

上げるファサードデザインとし、外壁色を茶系にしていることから、他学部校舎の建物外観とは異なっている

ため、キャンパス全体の調和が取れていない。大学会館は、福利厚生施設という学部校舎とは異なる存在であ

り、建物の利用形態もファザードデザインも外壁色も学部棟とは異なるため、ランドマークとしての存在感を

重視して現状の茶系を基調としている。 

平成１４年に建設された総合研究棟は、東西面に設備バルコニーを配したファサードデザインとし、将来の

研究内容の変化に柔軟に対応できるようにしている。また、建物の外壁色は、全体をアースカラーにまとめ、

上層部分を淡いグレー系色、基壇部分は重厚感を持たせるため濃いグレー系色としている。 

 

今後は、総合研究棟の外観色であるグレー系色及び将来の研究内容の変化に柔軟に対応できるようなファサ

ードデザインを基本とし、キャンパス全体の調和を図っていくこととする。また、屋上防水は上空からの景観

を統一するためライトグレーとする。 
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  Ｂ．城北団地について 

    城北団地は、法的規制等がないが、これまでもキャンパス全体の調和がとれるよう新営・改修を計画し、整

備してきている。これまで整備してきた建物の外壁色は、全体をアースカラーにまとめ、上層部分を淡いグレ

ー色、基壇部分は重厚感を持たせるため濃い茶系色としている。ファサードデザインは、工学部校舎と情報学

部校舎では異なるデザインとなっているが、いずれも建物正面にカーテンウォールを配している。 

附属図書館・佐鳴会館等は、大学図書館・福利厚生施設という学部校舎とは異なる存在であり、建物の利用

形態やファザードデザイン、外壁色も学部校舎とは異なるため、シンボル的な建物として白・グレー系を基調

としている。 

 

今後は、グレー系色を基本的な色調とし、これまでのファサードデザインを踏襲することにより、キャンパ

ス全体の調和を図っていくこととする。また、屋上防水は上空からの景観を統一するためライトグレーとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

総合研究棟 附属図書館 

理学部Ａ棟 大学会館 

工学部１号館・総合研究棟 附属図書館分館・学生支援棟 
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３３））建建物物のの内内部部仕仕上上げげのの考考ええ方方  

■基本方針 

エントランス・リフレッシュスペース・階段・廊下・便所等の共通部分は、建物内部の「顔」となるため、

統一的な標準仕上げ材料及び色を定める。また、教官室・実験室・研究室・講義室・設備室等の主要室は、基本

的仕上げ材料及び色を定める。ただし、特殊な実験・研究内容の場合は、内容に応じた仕上げとする。いずれも、

ライフサイクルコストを考え、維持管理の容易さ、汚れにくく傷みにくい材料を選定する。 
 

◆ 内部仕上げ材料 

室 部 位 仕上げ材料 工法・寸法 色・表面処理 

教 

員 

室 

床 ビニル床シート 厚２．０ 無地  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 内装薄塗材Ｅ 凹凸模様 白系 

天井 化粧石こうボード 厚９．５ 白系 

建具 鋼製軽量＋塗装（額入り） ＳＯＰ 一部に学部等カラー 

研 

究 

室 

床 
ビニル床シート 厚２．０ 無地  

耐薬品性ビニル床シート 厚２．０ 無地  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 内装薄塗材Ｅ 凹凸模様 白系 

天井 化粧石こうボード 厚９．５ 白系 

建具（扉） 鋼製軽量＋塗装（額入り） ＳＯＰ 一部に学部等カラー 

実 

験 

室 

床 

ビニル床シート 厚２．０ 無地  

耐薬品性ビニル床シート 厚２．０ 無地  

合成樹脂塗床 エポキシ系  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 内装薄塗材Ｅ 凹凸模様 白系 

天井 直天井又は化粧せっこうボード   

建具（扉） 鋼製軽量＋塗装（額入り） ＳＯＰ 一部に学部等カラー 

講 

義 

室 

床 
タイルカーペット 厚６．５  

ビニル床シート 厚２．０無地  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 内装薄塗材Ｅ 凹凸模様 白系 

天井 ロックウール化粧吸音板 厚９．０＋ＰＢ９．５ 白系 

建具（扉） 鋼製軽量＋塗装（額入り） ＳＯＰ 一部に学部等カラー 

便 
 

所 

床 ビニル床シート 厚２．０ノンワックス仕様  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 化粧ケイカル板 耐水仕様  

天井 ロックウール化粧吸音板 厚９．０＋ＰＢ９．５  

建具（ＰＳ） 鋼製軽量又は鋼製 ＳＯＰ  

トイレブース メラミン樹脂塗料焼付け   

洗面器 個別式   

面台・手すり ステンレス製   

設 

備 

室 

床 合成樹脂塗床 エポキシ系 グレー系 

幅木 合成樹脂塗床 エポキシ系 グレー系 

内壁 成形グラスウール又は素地のまま   

天井 成形グラスウール   

建具（扉） 鋼製＋塗装 ＳＯＰ  

廊 

下 

床 ビニル床シート 厚２．０ノンワックス仕様  

幅木 ビニル幅木 Ｈ＝６０  

内壁 内装薄塗材E 凹凸模様 白系 

天井 化粧石こうボード 厚９．５ 白系 

そ
の
他 

サイン（総合・各階案内図） 
基盤：鋼板 

名称部分：アルミ型材 
シルク印刷 名称部分は脱着式 

サイン（ピクトサイン） アクリル板 シルク印刷 統一的なデザイン 
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４４））建建物物のの構構造造体体のの考考ええ方方  

■下記の指針・規準等を準拠し、設計する。 
 

◆新営の場合 

指 針 ・ 規 準 等 監  修  等 
構 造 種 別 

Ｓ ＲＣ ＳＲＣ 

建築基準法・施行令・告示等  ○ ○ ○ 

建築物の構造規定 日本建築センター ○ ○ ○ 

学校建築構造設計指針・同解説 文教施設整備技術研究会 ○ ○ ○ 

静岡県建築構造設計指針・同解説 静岡県都市住宅部建築課 ○ ○ ○ 

建築基礎構造設計指針 日本建築学会 ○ ○ ○ 

鋼構造設計規準 日本建築学会 ○   

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 日本建築学会  ○  

鉄筋鉄骨コンクリート構造計算規準・同解説 日本建築学会   ○ 
 

◆耐震改修・耐震診断の場合 

指 針 ・ 規 準 等 監  修  等 
構 造 種 別 

Ｓ ＲＣ ＳＲＣ 

特定建築物の耐震診断及び耐震改修に関する指

針 
建設省告示第2089号 ○ ○ ○ 

屋内運動場等の耐震性能診断基準 文部省大臣官房文教施設部 ○   

改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震

診断基準 
(財)日本建築防災協会  ○  

既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断

基準（案） 
(財)日本建築防災協会   ○ 

静岡県建築構造設計指針・同解説 静岡県都市住宅部建築課 ○ ○ ○ 
 

Ｓ：鉄骨造 

  ＲＣ：鉄筋コンクリート造 

  ＳＲＣ：鉄骨鉄筋コンクリート 

 

■構造耐震判定指標（Iso値）は、下記のように設定している。 
 

  「改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」（(財)日本建築防災協会）より 

   Ｉｓｏ＝Ｅｓ×Ｚ×Ｇ×Ｕ 

     Ｅｓ：耐震判定基本指標   第１次診断用Ｅｓ＝０.８ 

                   第２次診断用Ｅｓ＝０.６ 

                   第３次診断用Ｅｓ＝０.６ 

     Ｚ：地域指標       「静岡県建築構造設計指針・同解説」より 

                   静岡県地震地域係数Ｚｓ＝１.２を採用 

     Ｇ：地盤指標        一般の場合：１.０を採用する 

     Ｕ：用途指標       「静岡県建築構造設計指針・同解説」より 

                   用途係数Ｉ＝１.２５（公共的建築物）を採用 

                   ※ 宿舎Ｉ＝１.０（その他の建築物）を採用 

 

   校 舎：第１次診断  ：Ｉｓｏ＝０.８×１.２×１.０×１.２５＝１.２ 

       第２・３次診断：Ｉｓｏ＝０.６×１.２×１.０×１.２５＝０.９ 

   宿 舎：第１次診断  ：Ｉｓｏ＝０.８×１.２×１.０×１.０＝０.９６ 

       第２．３次診断：Ｉｓｏ＝０.６×１.２×１.０×１.０＝０.７２ 
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５５））建建物物のの設設備備のの考考ええ方方    

■基本方針 

  建物の設備は、建築計画・構造計画に対応した計画とし、安全性・快適性・フレキシブル性・経済性に配慮し

たものとする。また、各種仕様については、ライフサイクルコスト・維持管理や更新の容易さを検討して選定す

ることが重要であり、省エネルギー・ＣＯ２削減が実現可能な計画とする。 

 

６６））屋屋外外施施設設のの考考ええ方方                                

■駐車場・駐輪場 

現状の台数・位置を把握し、将来を見据えた必要台数を算定するとともに、車道・歩行動線を考慮した整備

計画を策定する。尚、駐輪場は屋根付を原則とし、仮設駐輪場には屋根は設けない。また、整備財源として駐車

場・駐輪場利用料金の徴収も検討する。 

設計に当たっては、「文部省 建築設計資料（平成8年6月）建築設計資料作成検討会」及び「文部科学省 

土木設計資料（平成13年 3月） 文部科学省大臣官房文教施設部技術課」を参考とする。 

 

■屋外運動場 

災害時の避難場所としての位置付けと砂埃対策及び維持管理の容易さを考慮した整備計画を策定する。 

 

■プール 

将来とも既存施設を有効活用することとし、改修時はライフサイクルコストを考慮した工法を選定し、安全

設計に配慮する。 

 

■屋外サイン 

◆キャンパス内の案内サインについて 

既存の案内板を有効に活用し、新たに新設する時は既存仕様と調和のとれた仕様とする。 
 

◆棟表示用サインについて 

新たに設ける時は、既存表示サインと同仕様として設置する。 

既存仕様  文字サイズ： 600×600×60（㎜） 

字体：静岡大学デザインマニュアルによる 

 

■囲障 

安全性、長寿命化に配慮した仕様とするとともに、周辺環境、既存囲障にも十分留意する。 

 

■外灯 

屋外外灯は点灯時間が長く、省エネルギー効果が大きいことから、ＬＥＤ型外灯への更新を推進するととも

に、長寿命化を図るためにアルミ製ポールへの更新も合わせて行う。 

外灯配置計画はキャンパス毎に検討し、不足箇所を整備するとともに、老朽化外灯の更新を進める。新営工

事等により人の動線が変わる場合は、外灯配置を見直した上で設置する。外灯の仕様は、キャンパス毎に統一し

た仕様とする。 

 

■ごみ置場 

ごみ出し・回収の動線を考慮し、部局毎に設ける。また、施錠可能なものとし、安全性を確保する。 
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７７））ユユニニババーーササルルデデザザイインンのの導導入入のの考考ええ方方  

■静岡大学のバリアフリー対策に関する方針 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律【バリアフリー法】（以下、「バリアフリー法」と

いう。）」に準拠した施設の改善を行い、ユニバーサルデザインを導入する。 

  

■改善方針 

平成１４年７月１２日の法改正により、「学校」は「特定建築物」となったため、施設の「建築」や「特定施

設」を「修繕・模様替え」しようとする場合は、「利用円滑化基準」に適合させるために必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。このことから、大谷団地・城北団地のバリアフリー基本方針及びバリアフリー対策改

善項目検討表に基づき、各建物の詳細な改善項目を検討し、バリアフリー計画を策定する。 

   具体的には、バリアフリー法を基本にし、改善項目の検討を行う。法律上は「適合義務」ではなく「努力義務」

であること、バリアフリーを目標とする「特定施設」に限定した模様替え（建築や大規模改修ではない）という

観点から、現状把握の上、各建物の改善点を整理する。 

また、特定の障害者を想定した整備が必要な場合は、障害の程度・行動範囲等を考慮して整備内容を決定す

る。更に、今後の施設の建築・大規模改修の際は、「利用円滑化基準」に適合させるよう計画する。 

※「（太字）」は、法令中の用語である。 

 

 

◆大谷団地・城北団地のバリアフリー基本方針 

団地名 基  本  方  針 

大 谷 
起伏の激しい団地であるため、建物までは車での移動が不可欠。車いす使用者等について、車寄せ

（建物前）以降建物内を自立して移動出来るよう整備する。 

城 北 団地内（屋内外）の主な範囲を、車いす使用者等が自立して移動出来るよう整備する。 

 

 

◆バリアフリー対策改善項目検討表 

団地名 

特  定  施  設 

出入口 廊下等 階段 傾斜路 昇降機 便所 敷地内の通路 駐車場 

大 谷 ①～③ ③～⑥ ①③④⑥ ①⑤～⑧ ①～⑧ ①～③ ①～⑧ ① 

城 北 ①～③ ③～⑥ ①③④⑥ ①⑤～⑧ ①～⑧ ①～③ ①～⑧ ① 

※番号は、「バリアフリー法 利用円滑化基準チェックシート」の内容による。 
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◆バリアフリー法 利用円滑化基準チェックシート（１） 

 
利  用  円  滑  化  基  準  

施 行 令 内          容 

出  入  口 

第 18条第2項 ① 幅は80cm以上であるか 

第 18条第2項 ② 戸は車いす使用者が通過しやすく，前後に水平部分を設けているか。 

第 18条第2項 ③ 階段・段が設けられていないか（傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） 

廊  下  等 

第 11条 ① 表面は滑りにくい仕上げであるか 

第 11条 ② 点字ブロック等の敷設（階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※１ 

第 18条第2項 ③ 幅は120cm以上であるか 

第 18条第2項 ④ 区間50m以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか 

第 18条第2項 ⑤ 戸は車いす使用者が通過しやすく，前後に水平部分を設けているか。 

第 18条第2項 ⑥ 階段・段が設けられていないか（傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） 

階    段 

第 12条 ① 手すりを設けているか（踊り場を除く） 

第 12条 ② 表面は滑りにくい仕上げであるか 

第 12条 ③ 段は識別しやすいものか 

第 12条 ④ 段はつまづきにくいものか 

第 12条 ⑤ 点状ブロック等の敷設（段部分の上端に近接する踊り場の部分） ※２ 

第 12条 ⑥ 原則として主な階段を回り階段としていないか 

傾  斜  路 

第 13条 ① 手すりを設けているか（勾配1/12以下で高さ16cm以下の傾斜部分は免除） 

第 13条 ② 表面は滑りにくい仕上げであるか 

第 13条 ③ 前後の廊下等と識別しやすいものか 

第 13条 ④ 点状ブロック等の敷設（傾斜部分の上端に近接する踊り場の部分） ※３ 

第 18条第2項 ⑤ 幅は120cm以上（階段に併設する場合は90cm以上）であるか 

第 18条第2項 ⑥ 勾配は1/12以下（高さ 16cm以下の場合は1/8以下）であるか 

第 18条第2項 ⑦ 高さ７5cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊り場を設けているか 

第 18条第2項 ⑧ 階段・段が設けられていないか（傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） 

※１ 告示で定める以下の場合を除く 

   ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 自動車車庫に設ける場合 

※２ 告示で定める以下の場合を除く 

   ・ 自動車車庫に設ける場合 

   ・ 段部分と連続して手すりを設ける場合 

※３ 告示で定める以下の場合を除く 

   ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 高さ16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 自動車車庫に設ける場合 

   ・ 傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
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◆バリアフリー法 利用円滑化基準チェックシート（２） 

昇  降  機 

第 18条第2項 ① かごは必要階（利用居室又は車いす使用者用便房・駐車施設のある階，地上階）に停止するか 

第 18条第2項 ② かご及び昇降路の出入口の幅は80cm以上であるか 

第 18条第2項 ③ かごの奥行きは135cm以上であるか 

第 18条第2項 ④ 乗降ロビーは水平で，150cm角以上であるか 

第 18条第2項 ⑤ かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか 

第 18条第2項 ⑥ かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか 

第 18条第2項 ⑦ 乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか 

第 18条第2項 ⑧ 階段・段が設けられていないか（傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） 

第 18条第2項 ⑨ 不特定多数の者が利用する2,000㎡以上の建築物に設けるものの場合 ※４ 

第 18条第2項 1) 上記①から⑧を満たしているか 

第 18条第2項 2) かごの床面積は１．８３㎡以上であるか 

第 18条第2項 3) かごは車いすが転回できる形状か 

第 18条第2項 ⑩ 不特定多数の者又は主に視覚障害者が利用するものの場合 ※４，※５ 

第 18条第2項 1) 上記①から⑨を満たしているか 

第 18条第2項 2) かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか 

第 18条第2項 3) かご内及び乗降ロビーに視覚障害者が利用しやすい制御装置を設けているか 

第 18条第2項 4) かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか 

特殊な構造

又は使用形

態の昇降機 

第 18条第2項 ① エレベーターの場合 

第 18条第2項 1) 段差解消機（平成12年建設省告示第1413号第1第七号のもの）であるか 

第 18条第2項 2) かごの床面積は0.84㎡以上であるか 

第 18条第2項 3) かごの床面積は十分であるか（車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合） 

第 18条第2項 ② エスカレーターの場合 

第 18条第2項 1) 車いす使用者用エスカレーター（平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの）であるか 

便    所 

第 14条 ① 車いす使用者用便房を設けているか（１以上） 

第 14条 1) 腰掛便座，手すり等が適切に配置されているか 

第 14条 2) 車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか 

第 14条 3) 標識を掲示しているか 

第 14条 ② 床置式の小便器等を設けているか（１以上） 

第 18条第2項 ③ 階段・段が設けられていないか（傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） 

※４ 国立学校において，⑨は2,000㎡を越える特別特定建築物，⑩は病院・盲学校等が該当とする。 

※５ 告示で定める以下の場合を除く 

・自動車車庫に設ける場合 
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◆バリアフリー法 利用円滑化基準チェックシート（３） 

敷 地 内 の 

通 路 

第 16条 ① 表面は滑りにくい仕上げであるか 

第 16条 ② 段がある場合 

第 16条 1) 手すりを設けているか 

第 16条 2) 識別しやすいものか 

第 16条 3) つまづきにくいものか 

第 16条 ③ 傾斜路 

第 16条 1) 手すりを設けているか（勾配1/12以下で高さ16cm以下又は1/20以下の傾斜部分は免除） 

第 16条 2) 前後の通路と識別しやすいものか 

第 18条第2項 ④ 幅は120cm以上であるか 

第 18条第2項 ⑤ 区間は50m以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか 

第 18条第2項 ⑥ 戸は車いす使用者が通過しやすく，前後に水平部分を設けているか 

第 18条第2項 ⑦ 傾斜路 

第 18条第2項 1) 幅は120cm以上（段に併設する場合は90cm以上）であるか 

第 18条第2項 2) 勾配は1/12以下（高さ 16cm以下の場合は1/8以下）であるか 

第 18条第2項 
3) 高さ 75cm以内ごとに踏幅150cm以上の踊り場を設けているか 
（勾配1/20以下の場合は免除） 

第 18条第3項 ⑧ 上記④から⑦は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る 

駐 車 場 

第 17条 ① 車いす使用者用駐車場施設を設けているか（１以上） 

第 17条 1) 幅は350cm以上であるか 

第 17条 2) 表示をしているか 

第 17条 3) 利用居室までの経路が短い位置に設けられているか 

 

◆ハートビル法 利用円滑化基準チェックシート（４） 

 
参考 視覚障害者利用円滑化経路 （道等から案内設備までの１以上の経路に係る基準）（特別特定建築物対象） ※６ 

施 行 令 内          容 

案内設備ま

での経路 

第 21条 
① 線上ブロック等，点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置 
（風除室で直進する場合は免除） 

第21条 ② 車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか 

第 21条 ③ 段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか ※７ 

※６ 告示で定める以下の場合を除く 

   ・ 自動車車庫に設ける場合 

   ・ 受付等から建物出入口を容易に視認でき，道等から当該出入口まで視覚障害者を円滑に誘導する場合 

※７ 告示で定める以下の場合を除く 

   ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 高さ 16cm以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・ 段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊り場等 
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８８））施施設設管管理理のの考考ええ方方  

■セキュリティーについて 

◆キーシステムの構築 

キャンパス毎に棟数・全体必要カギ数を把握し、ＧＧＭ・ＧＭ・ＭＫ・小カギの数を設定し、メーカーを選定す

る。また、防犯に配慮したシステムとする。 

主なキャンパス等のキーシステムを下記に示す。（ａ・ｂ・ｃ） 

 

ａ）大谷団地（平成14年度以降） 

①共同利用施設ＧＭ       課外活動教育（学務）ＭＫ    文化系サークル施設 

体育系サークル施設 

体育館 

 情報基盤センターＭＫ 

 大学会館ＭＫ 

 留学生センターＭＫ 

 キャンパスミュージアムＭＫ 

 生涯学習教育研究センターＭＫ 

 本部ＭＫ            本部管理棟 

本部管理棟別館 

 機器分析センターＭＫ 

多目的保育施設ＭＫ 

学生厚生施設（銀杏）ＭＫ 

 

②共通教育エリアＧＭ      共通教育Ａ棟ＭＫ 

                共通教育Ｂ棟ＭＫ 

                共通教育Ｃ棟ＭＫ 

                共通教育Ｄ棟ＭＫ 

                共通教育Ｐ棟ＭＫ 

 

③人文学部エリアＧＭ      人文学部Ａ棟ＭＫ 

人文学部Ｂ棟・Ｃ棟・大講義室ＭＫ 

                法科大学院棟ＭＫ 

 

④教育学部エリアＧＭ      教育学部Ａ棟ＭＫ 

教育学部Ｂ棟ＭＫ 

教育学部Ｃ棟ＭＫ 

教育学部Ｄ棟ＭＫ 

教育学部Ｉ棟ＭＫ 

教育学部Ｊ棟ＭＫ 

教育学部Ｋ棟ＭＫ 

                教育学部Ｅ・Ｈ棟ＭＫ 

                教育学部Ｆ棟ＭＫ 

                教育学部Ｇ棟ＭＫ 

                教育実践総合センター（Ｌ棟）ＭＫ 

 

⑤農学部エリアＧＭ       農学総合棟ＭＫ 
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⑥理学部エリアＧＭ       総合研究棟ＭＫ 

放射化学研究施設ＭＫ 

理学部Ａ棟ＭＫ 

理学部Ｂ棟ＭＫ 

理学部Ｃ棟ＭＫ 

理学部Ｄ棟ＭＫ 

 

⑦附属図書館ＭＫ 

 

⑧遺伝子実験施設ＭＫ 

 

 

ｂ）城北団地（平成８年度以降） 

城北団地ＧＧＭ      ① 工学部ＧＭ       工学部１号館ＭＫ 

工学部２号館ＭＫ 

工学部３号館ＭＫ 

工学部４号館ＭＫ 

工学部５号館ＭＫ 

工学部６号館ＭＫ 

工学部７号館・８号館ＭＫ 

総合研究棟ＭＫ 

ｻﾃﾗｲﾄﾍﾞﾝﾁｬーﾋﾞｼﾞﾈｽﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰＭＫ 

ｻﾃﾗｲﾄ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設 

創造科学技術大学院棟ＭＫ 

次世代ものづくり人材育成センターＭＫ 

高柳記念未来技術創造館ＭＫ 

薬品庫ＭＫ 

北会館ＭＫ 

化学実験室ＭＫ 

          

② 情報学部ＧＭ     情報学部１号館ＭＫ 

情報学部２号館ＭＫ 

情報科学科講義棟ＭＫ 

 

③ 工学部ＧＭⅡ       附属図書館ＭＫ 

  体育館ＭＫ 

  武道場ＭＫ 

  課外活動施設ＭＫ 

  南会館ＭＫ 

  佐鳴会館ＭＫ 

  光創起イノベーション研究拠点ＭＫ 

  電子工学研究所 

 

※文字囲がされている棟ＭＫ及び子カギは、実在するものとする。 

※各建物の子カギの番号は、「鍵受領書・引渡書ファイル」の各工事の一覧表による。 
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ｃ）その他の団地 

 ◆大岩団地 ① 特別支援学校ＭＫ 

       ② 附属幼稚園ＭＫ 

 

 ◆駿府団地 ① 静岡小学校ＭＫ 

       ② 静岡中学校ＭＫ 

 

 ◆島田団地 ① 島田中学校ＭＫ 

 

 ◆布橋団地 ① 浜松小学校ＭＫ 

       ② 浜松中学校ＭＫ 

 

 

ｄ）共通管理部分 

設備室関係のカギは、静岡地区、浜松地区それぞれ統一する。 

 

◆入退システムの構築 

  主要な建物の玄関等の出入口は、現在導入されている職員証による入退室管理システムを設置する。ただし、

厳重な入退室管理システムを必要とし他のシステムと共有できない施設（例：放射化学研究施設、情報基盤

センター等）は、この限りではない。 
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２－２－２ エネルギーの使用の合理化に関する取組方針 
■取組方針 

１９７９年の「省エネルギー法」制定及び１９９９年、２０１０年の省エネルギー法改正により、２０１０年１

０月に静岡大学は「特定事業者」の指定を受けるとともに、静岡キャンパスと浜松キャンパスが第二種エネルギー

管理指定工場に指定されることになり、エネルギー削減に関する「中長期計画書」の提出義務が課せられるととも

に、省エネルギー法に基づくエネルギーの使用の合理化に努めなければなりません。 

静岡キャンパスと浜松キャンパスでは、エネルギー使用量（原油換算）について、毎年度１％の削減を求められ

ており、計画的・継続的に対策を行っていく必要があります。 

静岡大学の構成員は、「グリーンキャンパス構築指針・行動計画」及び「エネルギー管理マニュアル」にて定め

る各設備のエネルギー管理標準を遵守し、教育・研究活動における環境配慮計画を着実に実行していくことが重要

です。 

 

■取組目標 

第二期中期目標・中期計画期間中において、「グリーンキャンパス構築指針・行動計画」で定めたエネルギー削

減目標（電力・都市ガス・重油・水）の達成に向けた取り組みを推進する。 

①－１ 第３期中期目標・中期計画（2016 年度～2021 年度）期間の最終年度までに、電気・都市ガス・水・

重油・灯油のエネルギー使用量と温室効果ガス排出量（CO2 換算）について、2015 年度（平成 27 年度）

実績の6％削減目標を達成する。 

①－２ 第３期中期目標・中期計画（2016 年度～2021 年度）期間の最終年度までに、電気・都市ガス・水・

重油・灯油の原単位（面積単位）におけるエネルギー使用量と温室効果ガス排出量（CO2 換算）につい

て、2015年度（平成27年度）実績の6％削減目標を達成する。 

 

②－１ 第３期中期目標・中期計画（2016 年度～2021 年度）期間の最終年度までに、電気・都市ガス・水・

重油・灯油のエネルギー使用量と温室効果ガス排出量（CO2 換算）について、2013 年度（平成 25 年度）

実績の14％削減目標を達成する。 

②－２ 第３期中期目標・中期計画（2016 年度～2021 年度）期間の最終年度までに、電気・都市ガス・水・

重油・灯油の原単位（面積単位）におけるエネルギー使用量と温室効果ガス排出量（CO2 換算）につい

て、2013年度（平成25年度）実績の14％削減目標を達成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆グリーンキャンパス構築指針・行動計画 

環境配慮の取り組み目標、環境配慮計画及び

省エネルギー計画等の策定 

◆環境報告書 

エネルギー使用量などの集計、環境配慮計

画の取組状況の確認及び評価 

◆エネルギー管理マニュアル 

エネルギーの使用の合理化に係る取組方針や

管理標準等の策定 
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２－２－３ 緑地管理基本方針 
■基本方針 

良好な景観を保ち、周辺住民や公道への配慮のため、定期的に草刈り・樹木の剪定・落ち葉の回収・害虫駆

除などを行う。キャンパス毎や樹木の種別に応じた適切な管理を行い、緑豊かなキャンパスを形成する財産の一

つとして大切に保存・繁殖させていく。建物の新築・増築や改修工事などにおいて支障となる場合でも、最小限

の伐採・剪定とし、植栽するときはキャンパスの将来計画を考慮して行う。また、倒木等の危険が生じないよう

管理すると共に、人や建物、車の通行などの支障とならぬよう定期的に樹木の成長・繁殖状況を把握する。大雨

や台風の後などは、特に倒木や枝折れが多いため樹木の状態について確認する。維持管理については、共通部分

は財産管理係が、各部局エリアは各部局がそれぞれ行う。 

 

◆大谷団地 

大谷団地は、有度山を背景とした風致地区に指定されており、「静岡県風致地区条例」において、木竹の伐

採をするときは一部の行為を除き静岡市長の許可を得なければならないことになっている。禁止ではないが、

「伐採の行われる土地及びその周辺の土地の区域における風致を損なうおそれが少ないこと。」が条件とされ

ている。このことを踏まえ、緑地管理を行っていくとともに、移転統合時に大切に残した自然林を保護し、生

物多様性の保存に留意していく。また、建物より高い樹木もあり落ち葉が多く、建物屋上の排水の妨げになら

ぬよう、落ち葉の回収は定期的に行う。 

 

◆城北団地 

周囲を幹線道路・住宅地に囲まれており、特にキャンパス周囲の歩道の通行量が多くバス停などもあるため、

緑地管理には十分配慮する。キャンパス内の樹木としては土地柄「松」が多いため、通行に支障となるような

繁殖には注意する。また、建物より高い樹木もあり落ち葉が多く、建物屋上の排水の妨げにならぬよう、落ち

葉の回収は定期的に行う。 

 

◆附属学校園 

いずれも、周囲を幹線道路や住宅地に囲まれており、キャンパス周囲の歩道の通行量が多いため、緑地管理

には十分配慮する。また、児童・生徒が樹木で遊んだりすることがあるため、安全性確保ための維持管理にも

留意する。また、建物より高い樹木もあり落ち葉が多く、建物屋上の排水の妨げにならぬよう、落ち葉の回収

は定期に行う。 

 

２－２－４ 大規模災害予防対策基本方針 
■静岡大学の大規模災害予防対策に関する方針 

◆静岡キャンパス・浜松キャンパスにて、防災本部機能が稼働できる体制を構築する。 

◆大規模災害に対する施設整備の安全性能を確認の上、不良な点は速やかに改善する。 

◆大学キャンパスが有事の際の避難地としての機能を果たすために避難場所、食糧備蓄等の計画・整備を行う。 

◆最低限の電源の確保、最低限の飲料水の確保、情報通信設備の確保を行う。 

 

■改善項目検討手法 

有事の際、想定される災害を未然に予防するために必要な施設設備の要修繕箇所項目の抽出、計画的執行及び

避難地としての社会的責任を果たすために必要な基盤整備を支援する。 

１．現状の把握及び問題点の抽出 

・主要な建物で耐震性能を確保する必要がある建物 

・屋外工作物の要修繕改善箇所の把握 

・避難場所に必要と思われる設備項目の抽出 

２．改善事項の必要概算額の把握 

・各々の項目に対して必要額を算出し全体額を把握した上で、優先順位、執行計画の参考とする。 
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２－３ 静大スタンダード（新営・改築整備標準仕様） 

２－３－１ 理系建物整備標準仕様 
  理系学部等は、実験室を主に利用して教育研究を行っていることから、教員室を最小面積とし、実験室や学生研

究室等の拡充を図ることにより、教育研究活動が活性化する配置計画とする。 

 

１１））教教員員室室標標準準仕仕様様  

教員１名当たりの居室面積を１７㎡程度と

し、照明設備、コンセントｘ３箇所、電話端

子ｘ１箇所、ＬＡＮ端子ｘ１箇所、自動火災

報知器、放送設備、手洗器用給排水管、空調

設備、換気設備を標準装備するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２））実実験験室室標標準準仕仕様様  

   実験室は、１室５０㎡程度を１ユニットとし、照明設備、コンセントｘ１箇所、リーラーコンセントｘ６箇所、

電話端子ｘ１箇所、ＬＡＮ端子ｘ１箇所、自動火災報知器、放送設備、実験用給排水・ガス管ｘ４箇所、空調設

備、換気設備を標準装備するものとする。ただし、将来の変化に柔軟に対応するために、極力大部屋化を図ると

ともに、教育研究内容に合わせてコンセント及び実験用給排水・ガス管の位置、数量は、変更するものとする。 
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２－３－２ 文系建物整備標準仕様 
  文系学部等は、主に居室内で書籍を用いて教育研究を行っており、書籍を保管する必要があることから、教員

室・研究室の面積は、若干余裕を持った面積とする。また、リフレッシュ・ディスカッションスペースを確保し、

学生・教員の分野横断的交流を促すことにより、教育研究活動が活性化する配置計画とする。 

 

１１））教教員員室室・・研研究究室室標標準準仕仕様様  

教員１名当たりの居室面積を１９㎡程度とし、照明設備、コンセントｘ３箇所、電話端子ｘ１箇所、ＬＡＮ端

子ｘ１箇所、自動火災報知器、放送設備、手洗器用給排水管、空調設備、換気設備を標準装備するものとする。 
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２－４ 既存建物改築等整備計画【 静大モデル 】 

２－４－１ 南海トラフ巨大地震について 
◆東海・東南海・南海地震が起きる南海トラフ

（浅い海溝）沿いの巨大地震の想定見直しを進

めてきた内閣府の検討会は平成２４年３月２７

日、３つの地震が連動した場合の想定震源域を

従来の約２倍に拡大し、地震の規模を東日本大

震災と同じＭ９に引き上げる中間報告をまとめ

た。大きな津波が起きる津波地震との連動も新

たに想定。津波の高さや揺れの範囲が拡大する

のは確実で、沿岸自治体などの防災対策に大き

な影響を与える。  

◆国の中央防災会議が平成１５年に公表した東

海・東南海・南海地震の３連動の従来想定はＭ

８.７。これと比べてＭ９はエネルギーの大き

さに換算すると約３倍に相当する。 

◆従来の想定は、過去数百年に起きた地震の被害

記録を再現できるように作成されてきた。しか

し、大震災で過去数百年の歴史記録になかった

連動型の巨大地震が起きたことを踏まえ、科学

的な知見に基づく最大級の地震を新たに想定し

た。  

◆新たな想定では、強い揺れをもたらす範囲の想定震源域を３方向に拡大。南西側は従来、宮崎県北部沖の日向灘

の手前までだったが、大震災で「想定外」だった福島県沖の断層が破壊されたことなどを受けて、宮崎県南部沿

岸まで延長した。（ウィキペディアより）  

 

◆南海トラフ巨大地震シュミレーションデータ【内閣府データ】平成２４年８月２９日公表 

想定：東海地域が大きく被災するケース【静岡県】 

マグニチュード：最大９ 

震 度：最大７ 

死 者：約４万９千人～約１０万９千人 

倒 壊：約５,４００人～約１３,０００人 

     液状化：死者は発生せず 

     津 波：早期避難率により約４３,０００人～約９５,０００人 

     火 災：約７００人～約３,２００人 

     急傾斜地崩壊：約１０人～約６０人 

     ブロック塀等の転倒：約３０人～約６０人 
 

建物全壊：約２６万２千棟～約３１万９千棟 

倒 壊：約２０８,０００棟～約２１５,０００棟 

     液状化：約４８,０００棟～約４９,０００棟 

     津 波：約３０,０００棟 

     火 災：約１２,０００棟～約７５,０００棟 

     急傾斜地崩壊：約５００棟～約６００棟 
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２－４－２ 東海地震について 
静岡大学は「東海地震の想定震源域」に位置し、地震防災対策強化地域に指定されており、想定されている地震

規模はマグニチュード（以下、「Ｍ」という。）８級、震度は最大７であり、東北地方太平洋沖地震の建物被害状

況及びライフライン被害状況を踏まえ、東海地震単独発生及び３連動地震発生に備えた静岡大学の学生・教職員の

生命を守る地震・災害に強いキャンパスを構築する必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ◆東海地震シュミレーションデータ【内閣府データ】平成１５年３月１８日公表 

想定発生時刻：午前５時 

マグニチュード：最大８ 

震 度：最大７ 

死 者：最大９，２００人 

揺 れ：約６，７００人 

     液状化：死者は発生せず 

     津 波：住民の避難意識の程度により約４００人～約１，４００人 

     火 災：（風速３ｍの場合） 約２００人 （風速１５ｍの場合） 約６００人 

     崖崩れ：約７００人 

     合 計：約７，９００人～約９，２００人 

避難者：地震発生１週間後までに約１９０万人 

建物全壊：約２６万棟 

ライフライン：断水人口約５５０万人、停電人口約５２０万人、  

ガスの供給停止人口約２９０万人 
 

■南海トラフ巨大地震及び東海地震シュミレーションデータを見ると、津波による死者数が最も多く、次に倒

壊・揺れによる死者数が多い。また、ブロック塀等の転倒や崖崩れによる死者の発生も予測されていることか

ら、静岡大学キャンパス計画と１００周年プランに基づいた改築整備を中心とした施設耐震性能の向上や給水

設備等のライフラインの整備、よう壁改修を計画的に推進する必要がある。 
 

２－４－３ 静岡県内で想定される直下型(活断層)地震予想 
◆富士山の西側を南北に走る「富士川河口断層帯」の全長は従来考えられていたより１０キロ以上長い約４０キロ

で、一度に動くとＭ８近い地震を起こす可能性があるとの調査結果を、本学の林愛明教授（～2012.9.末まで在

任）【地震地質学】がまとめた。 

◆林教授は、「単独で動いてもＭ８級を起こし得る長さ」と指摘。山梨県まで強い揺れがおよび、富士山などの火

山活動に影響を与えることも考えられるとしている。さらに、この断層帯は、駿河トラフの陸上延長部のプレー

ト境界と考えられており、この断層帯は駿河トラフ沿いでの海溝型地震、いわゆる東海・東南海・南海の３連動

の想定震源域に含まれている。  

◆また、縦ずれで西側の地盤が高くなるタイプ。林教授らは地震で盛り上がったとみられる断層帯の崖を調べ、従

来、北端とされていた地点から、さらに北の山梨県富士河口湖町内まで崖が続いていると判断。 

 「東海地震は今後３０年以内に８８％の確率」

と文部科学省地震調査研究推進本部発表 

 

浜松ｷｬﾝﾊﾟｽ 

静岡ｷｬﾝﾊﾟｽ 
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２－４－４ 2011.3.11東北地方太平洋沖地震”を踏まえて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４－５ 静岡県内及び静岡大学の地震対策状況 

静岡県は３０年以上も前から東海地震に備えて対策を講じてきた防災推進県であり、昭和５３年１２月１２日に

施行された「大規模地震対策特別措置法」を受け、翌年、静岡県全域およびその周辺が「地震防災対策強化地域」

に指定されたことから、静岡県内の公立学校並びに静岡大学も全国に先駆けて当時の耐震指針等に基づき、既存建

物２５棟について、耐震改修（補強工事のみ）を行った。  

 

２－４－６ これまでの耐震補強工事に至る経緯 
◆昭和５４年に静岡県全域およびその周辺が「地震防災対策強化地域」に指定された。  

◆静岡大学としても、このような情勢に対処するために、学内の主要建物について耐震性能を診断(耐震診断)し、

その結果をもとに耐震補強を要する建物を選別し、昭和５６年から「８年次計画」により、耐震補強工事を実施

した。  

◆当時の耐震診断は、静岡大学が国立大学では初めての実施であり、昭和５２年に建設省から出版された「既存鉄

筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設計指針」を基に実施した。  

◆また、当時の補強構造設計の判定は、国の機関(国立大学)は国に委ねられていたことから｢学識経験者の検討・

指導等を受ける｣ことを義務づけ実施した。  

 

２－４－７ 既存建物が保有する耐震性能 
◆耐震性能の目標値と設計の基本方針・耐震診断によって補強を要する建物が選別され、実際の補強計画でどの程

度まで耐震性能を向上させるか学内などで種々議論し、国立学校建物の耐震補強に関する調査研究報告書(1982:

日本建築学)や、静岡県が実施した例などを参考にして補強後の耐震判定指標値は、静岡県が定めたＥＴ＝ＣＯ

×ＣＩ（Ｃ０：敷地形状 1.0､ＣＩ：許容破壊程度 1.0）によることとした。また､“補強前”と“補強後”の耐震

性能の評価は３次診断によるＩs値＝０.７とした。  

◆建物の補強方法（形式）は“耐震壁を増して強度抵抗型にするか”或いは、“柱・梁の靱性を高めて靱性抵抗型

にするか”あったが、静岡大学では、中低層（３階～６階）の建物が殆どであったことから「壁量の増加」によ

る“強度抵抗型”とすることとした。 

 

津波で冠水した東北市内の道路 被災した東北市内の駅舎 

被災した東北市内全体 

コンビニに食料品等を買い求める人々 瓦礫の中を救助に向かう自衛隊員 
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２－４－８ 既存建物の耐震性能の現状  
◆２－２－７で述べたが、静岡大学の耐震補強は、「壁量の増加」による“耐震壁を増した強度抵抗型”とした。

しかし、平成１３年度に耐震診断基準等の改定があり、「Ｃtu・Ｓd 値」という概念が取り入れられ、改めて、

「Ｃtu・Ｓd値」を算定したところ、建物によっては「Ｃtu・Ｓd値」が０.３を下回ることを確認した。  

◆本来Ｃtu・Ｓd 値≧０.３は、Ｉso 値＝０.６に対応するものであり、現行の耐震基準に照らした場合の学校建築

では、Ｉso 値＝０.７を考慮すれば、補強時おける「Ｃtu・Ｓd 値」は０.３を十分に上回るはずが、本学の耐震

補強を行った建物のなかには、強度抵抗型ではあるが耐震壁が回転する“靱性指向型”の壁となっており、専門

的になるが、基礎形式が直接基礎であり、浮き上がり抵抗力が小さいために、水平力（地震力）が初期の段階で

耐震壁を回転させる結果となった。  

◆このことから、“建物が靱性に富んだ破壊モード”となっており、Ｉs 値は必要十分に大きい値を示しているが、

その一方で、壁の負担する剪断力が相対的に小さいために「Ｃtu・Ｓd値」が０.３を下回ることになった。 

 

２－４－９ 既存建物性能（経年による老朽化再建整備） 
◆耐震補強した建物も約３０年余りが経過し、また建設後４３年以上も経過した建物が相当数あり、外壁などの劣

化、ライフラインの老朽化が顕著であり、平成２４年３月には漏電による火災が発生している状況にある。 

◆このことから、静岡大学としては目的積立金を活用したファイナンシャルプラン２０１１（財務運営計画）に基

づいた施設営繕計画を策定し、学生・教職員等の安全確保および教育・研究環境改善のために年次計画にて、

“外壁改修・トイレ改修・自学自習スペース確保”などの改修を実施しているところである。  

◆しかし、３０年前の改修は耐震補強のみであり、建物全体の改修は行なわれておらず、今回の目的積立金を活用

した改修も限られた予算での対応であり、抜本的な対策とは言えない。今後は、インフラ機能の改善などは当然

であるが、さらに教育研究ニーズの高度化・多様化に的確に対応していくことが重要であり、中長期的な視点に

立った教育・研究環境の見直しを図るとともに、建物全体の安全・安心を含め、“抜本的な機能改善が必要”で

ある。  

２－４－１０ 既存建物改修と改築整備との比較（メリハリのある施設整備） 
◆静岡大学は、既存建物全てを改築するのではなく、既存建物（耐震補強）が保有する耐震性能から、“静岡大学

１００周年プラン”に基づき、先ずは学生・教職員等の安全・安心な観点から耐震性能が劣る建物（Ｃtu・Ｓd

値が０.３以下および耐力度点数が４，５００点を切る） について、改築整備”を図る。 

◆なお、耐震補強を行った建物（Ｃtu・Ｓd 値が０.３以下）をさらに現行の耐震基準などに照らして、補強する

ことも考えられなくもないが、先にも述べたとおり耐震壁が回転する“靱性指向型”破壊モード（計算上である

が、建物に一定規模の地震力が加わることにより、建物全体が転倒する形式）となっていることから、新たに補

強部材などを追加したとしても、かえって破壊モードを助長させることになる。また、新たに増設壁など設ける

ことで建物重量が増加し、逆にＩs 値までも低下させてしまうことが懸念される。補強例として“基礎の増設”

および“杭の新設”など浮き上がり抵抗力を増す工法があるが、現実的ではない。  

◆したがって、静岡大学としては、既存建物（耐震補強）が保有する耐震性能に問題ない建物は、ライフライン改

修等を含む“機能改修”とし、耐震性能に問題のある建物は、建物の経年も加味したうえで“改築整備”を図る。

さらに、地域に密着した教育、研究、社会貢献などについても取り組んでいるところであり、費用対効果も見据

えつつ、“中長期的な視点に立った教育研究環境の見直し”を図るとともに、“メリハリのある施設整備を推進”

していく。 
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２－４－１１ ”静大モデル”施設整備計画の基本方針 
◆静大モデル指標評価は、①耐震性能指標評価点、②経年性能指標評価点、③研究活性化指標評価点の合計点によ

り評価するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※評価点がマイナスの場合は、０点とする。 

 

 

 

緊急度評価 

評価点 ～１５０点 ～２００点 ～２５０点 ～３００点 ～３５０点 ３５１点～ 

校舎 低 低 中 高 高 緊急 

図書館 低 中 高 高 緊急 緊急 

福利施設 低 中 高 高 緊急 緊急 

寄宿舎 低 中 高 高 緊急 緊急 

附属学校 低 中 高 高 緊急 緊急 

その他 低 低 中 高 高 緊急 

 

 

評 価 点 耐震性能指標評価 

点 

点 

【０.９－Ｉｓ値】×２００ 

【０.３－Ｃtu・Ｓd値】×２,０００ 

経年性能指標評価 

点 

点 

【５,０００点－耐力度点数】÷１０ 

【２１Ｎ／ｍｍ２－強度値】×２０ 

点 

点 【経過年数】×２ 

耐震２次診断 

【Ｉｓ値】 

耐震２次診断 

【Ｃtu・Ｓd値】 

建物耐力度調査 

【耐力度】 

コンクリート強度調査 

【強 度】 

建物性能評価 

【総合評価点】 

構造経年老朽評価 

【経過年数】 

【１００点－総合評価点】×１ 

点 【過去３年間の修繕費合計】÷５００千円 
建物機能劣化評価 

【修繕費】 

研究活性化指標評価 

点 （件数）×１ 
科研費＋共同・受託研究

【件 数】 

評価点合計       点 
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３．キ ャ ン パ ス 計 画 
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歩行者主動線を示す。 

自動車動線を示す。 

長期的に残す建物を示す。 

共通教育 

人文社会科学部 

(経済除く) 

教育学部 

農学部 

事務局  事務局  

人文社会科学部 

(経済学科)  

体育館 

３－１ 静岡キャンパス計画 

３－１－１ 静岡キャンパスの現状と課題 

１１））静静岡岡キキャャンンパパススのの現現状状  

・静岡キャンパスは、日本平の西麓に位置し、起伏に富んだ地形となって

おり、最大高低差は約６２ｍにもなる。 

・人文社会科学部は、２ヶ所に分散された配置となっている。 

・静岡キャンパス学生縦主動線がクランクしている。 

・これまで耐震補強のみの改修を行ってきたことから、建物の仕上げ及び

ライフラインが著しく老朽化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 静岡キャンパス敷地等高線 

図3-1-2 静岡キャンパス現状 

図書館 

・24.7 

・64.66 

・41.3 
・49.6 

・39.5 
・50.6 

・47.04 

60.52・ 
64.16・ 

・86.37 

理学部 
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歩行者主動線を示す。 

自動車主動線を示す。 

長期的に残す建物を示す。 

講堂 

2,000㎡ 

変電室 
600㎡ 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
研究ｴﾘｱ 
8,000㎡ 

立体 
駐車場 
駐輪場 

駐車場 

駐車場 

駐車場 

改修整備建物を示す。 

２２））静静岡岡キキャャンンパパススのの課課題題  

①起伏に富んだ地形により、移動時間が掛かることから、コンパクトなキャンパスとする必要がある。 

②人文社会科学部が２ヶ所に分散配置されている。 

③静岡キャンパス学生縦主動線がクランクしている。 

④建物の仕上げ及びライフラインの老朽化により、給排水の漏水、外壁コンクリートの剥落などが発生している。 

⑤人主動線と自動車動線が重なっている部分が多い 

３－１－２ １００周年（２０４９年）を見据えた静岡キャンパスの目標・計画 

１１））静静岡岡キキャャンンパパススのの目目標標  

１．①，② キャンパス建物群を６階程度の高層化、集約配置・コンパクト化を図る。 

２．③ 人文学部を１ヶ所に集約させる。 

３．④，⑤ 静岡キャンパス学生縦主動線を直線となるように再配置を行うとともに、人・自動車の区分を行う。 

４．サッカー・ラグビー場を災害時避難スペースとして確保する。 

５．安心・安全な施設耐震性能の向上を図る。 

６．改築整備において、効率化のための統合化・集約化計画を基本とし、保有面積の抑制を図る。 

２２））静静岡岡キキャャンンパパススのの計計画画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図3-1-3 静岡キャンパス計画図 

教育・研究 
（理）エリア 
9,000㎡ 
＋ 

2,400㎡ 

図書館 

10,000㎡ 

学生エリア 

事務局 
共通教育 
エリア 

18,000㎡ 

緑 地 

緑地 

教育・研究 
（人文社会） 
エリア 

16,000㎡ 

教育・研究 
（農）エリア 
16,000㎡ 

緑地 

体育館 
6,000㎡ 

体育施設エリア 

避 難 
スペース 

教育・研究 
（教育）エリア 

20,000㎡ 

緑地 

緑
地 

福利施設

600㎡ 

緑
地 

放射研 
1,000㎡ 
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歩行者主動線を示す。 

自動車動線を示す。 

長期的に残す建物を示す。 

３－２ 浜松キャンパス計画 

３－２－１ 浜松キャンパスの現状と課題 

１１））浜浜松松キキャャンンパパススのの現現状状  

・浜松キャンパスは、静岡キャンパスと違って長方形でフラットな敷地であり、構内移動が比較的容易に出来るコン

パクトなキャンパスである。 

・浜松キャンパスの建物は、工学部所属の建物が大半を占めている。 

・浜松キャンパスも静岡キャンパスと同様に耐震補強のみの改修を行ってきたことから、建物の仕上げ及びライフラ

インが著しく老朽化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工学部 

情報学部 
電子工学

研究所 

↓ 

工学部へ

改組 

（予定） 

図3-1-4 浜松キャンパス現状 

図書館 

体育館 
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歩行者主動線を示す。 

自動車動線を示す。 
長期的に残す建物を示す。 

改修整備建物を示す。 

２２））浜浜松松キキャャンンパパススのの課課題題  

①工学部の建物が分散している。 

②情報学部がメイン道路に面していない。 

③平成７年の教養部廃止に伴い、浜松キャンパスの学生数は約２，０００人増加したことにより、附属図書館浜松

分館の学生等自学自習スペース、書籍保管スペースの狭隘化が顕著な状況である。 

④保健センター・学生食堂についても、学生数が増加したことによる狭隘化が顕著な状況である。  

⑤緑地が少ない。 

３－２－２ １００周年（２０４９年）を見据えた浜松キャンパスの目標・計画 

１１））浜浜松松キキャャンンパパススのの目目標標  

１．① キャンパス建物群を６階程度の高層化、集約配置・コンパクト化を図る。 

２．② 情報学部をメイン通路に面した位置に配置する。 

３．③，④ 附属図書館浜松分館エリアを再開発し、学生支援スペース、保健センター、学生食堂等の拡充を図る。 

４．⑤ 敷地北側及び附属図書館西側を緑地化する。 

５．運動場を災害時避難スペースとして確保する。 

６．安心・安全な施設耐震性能の向上を図る。 

７．改築整備において、効率化のための統合化・集約化計画を基本とし、保有面積の抑制を図る。 

２２））浜浜松松キキャャンンパパススのの計計画画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-1-5 浜松キャンパス計画図 

学生厚生施設 
2,500㎡ 

緑地 

駐車場 

駐車場 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
研究ｴﾘｱ 
11,000㎡ 

駐車場 

変電室 
600㎡ 

緑地 

緑地 

大講義棟 
2,000㎡ 

教育・研究 
（工）エリア 
23,000㎡ 

緑地 

教育・研究 
（情報）エリア 

13,000㎡ 

学生エリア 

学生厚生施設 
2,500㎡ 

緑地 

避難スペース 

図書館・事務棟 
2,000㎡+5,000㎡ 

学生エリア 

教育・研究 
（工）エリア 
13,000㎡ 

教育・研究（工）エリア 
（電研）10,000㎡ 
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４．施 設 整 備 長 期 計 画 
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４－１ 施設整備長期計画 

４－１－１ 施設整備の現状と課題 
本学が保有する施設は、全体で約２９万㎡（2015年5月現在）の膨大な施設を有しており、教育研究を支える基盤を

常に良好な状態に維持していかなければならない。 

 

静岡大学は「東海地震＋東南海地震」の地震域にあり、「強化地域」に指定されていることから、ほとんどの大規

模施設は耐震化が完了している。一方、建設後２５年以上が経過した建物を約２２万㎡（約７４％）保有しており、

このうち大規模改修が必要な未改修の施設は約１６万㎡（保有面積の約５５％）残っているなど、保有施設の大半が

老朽化している。 

中期的には、劣化した外壁や防水などの安全性に問題のある施設の改善や、老朽化したトイレの改善、バリアフリ

ー対策や自学自習室の整備などの利用者のニーズに対応した施設の改善の他、照明設備、空調設備などの省エネルギ

ー化の推進が重要な課題となっている。 

 

また、エネルギー関連では、日常の節電対策とあわせて平成２１年度から環境負荷モニターシステムを導入したエ

ネルギー使用量の見える化の実施の他、ガス空調方式の導入や高効率型設備機器への更新など電力使用量の抑制に全

学を上げて取り組んできたところであるが、昨今の異常気象を踏まえた空調範囲の拡大、ランニングコストを考慮し

た空調システムの見直し、及び建物の機能改善に伴う使用電力の増により、電力使用量の増加をこれ以上抑制するこ

とが出来ない状況にある。このため、契約電力は、大谷・城北キャンパスともに１０年後には現在の2,100Kwから

3,000Kw程度まで増加すると見込まれることから、電力需要への対応が必要となる。 

 

長期的な視点では、大谷キャンパスは高低差があり学生の移動に支障を来していることから、部局配置の見直しの

他、両キャンパスに共通して、授業スタイルの変化に対応するための図書館機能の充実、及び大規模講義室・講堂の

設置などを長期的な視点で行う必要がある。 

また、東海地震＋東南海地震に備えて、教職員・学生等の生命を守る地震・災害に強いキャンパスを構築する必要

があることから、施設耐震性能の向上を図るとともに、基幹的設備の老朽化改善及び防災機能の向上を計画的に推進

していく必要がある。 

 

さらに、負の資産であるアスベスト含有建材の除去、保管ＰＣＢの処理を計画的に進める必要がある。 

 

特に、電力を安定的に供給するためには、受変電設備の改修や自然エネルギー（太陽光発電設備）の積極的な導入

が必要であり、建物の仕上げ及びライフラインの劣化改善整備にあたっては、老朽度等により優先順位を定め、計画

的に改築・改修を進めていく必要がある。 
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保有施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※職員宿舎を含む 
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４－１－２ 静岡大学１００周年プラン 

◆◆大大谷谷団団地地  

農学部エリア（整備面積15,980㎡） 

 

 

 

 

 

 

共通教育エリア（整備面積36,460㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人文社会科学部エリア（整備面積11,280㎡） 

 

 

 

 

 

 

理学部エリア（整備面積12,400㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通教育Ｂ棟 

取り壊し 2,209㎡ 

 

総合研究棟（理学系） 

改築Ⅱ期 6,000㎡ 

 

理学部 

 

総合研究棟（理学系） 

改築Ⅰ期 3,000㎡ 

 

理学部 

総合研究棟（人文系）整備

完了後はプロジェクト棟とし

て利用 

総合研究棟（人文系）整備

完了後はプロジェクト棟とし

て利用 

総合研究棟（農学系） 

改築Ⅰ期 6,240㎡ 

 

農学部・福利施設 

農学部Ｂ棟 

取り壊し 4,063㎡ 

外構整備 

 

総合研究棟（農学系） 

改築Ⅱ期 5,040㎡ 

 

農学部 

総合研究棟（農学系） 

改築Ⅲ期 4,700㎡ 

 

農学部・事務 

総合研究棟（共通） 

改築Ⅱ期 7,500㎡ 

 

人文社会科学部・福利施設 

 

本部管理棟 

改築 3,500㎡ 

 

人文社会科学部・講義棟 

 

人文社会科学部Ａ・Ｂ棟 

改修 6,240㎡ 

 

人文社会科学部・事務 

人文社会科学部Ｃ棟 

改修 5,040㎡ 

 

人文社会科学部 

立体駐車場・駐輪場整備 

12,000㎡ 

 

本部管理棟・別館・

設備管理室 

取り壊し 3,665㎡ 

 

理学部Ｄ棟 

取り壊し 863㎡ 

 

理学部Ｃ棟 

放射科学研究施設 

取り壊し 4,868㎡ 

 

理学部Ｂ棟 

改修 2,400㎡ 

 

理学部・事務・共通 

総合研究棟（人文系） 

改築Ⅰ期 6,390㎡ 

 

共通教育・福利施設 

総合研究棟（人文系） 

改築Ⅱ期 5,240㎡ 

 

人文社会科学部・共通教育 

 

共通教育Ａ棟・Ｌ棟 

取り壊し 11,358㎡ 

 

共通教育Ｃ棟 

取り壊し 5,415㎡ 

緑地整備 

 

工作センター 

取り壊し 499㎡ 

駐車場整備 

 

総合研究棟（人文系） 

改築Ⅲ期 4,230㎡ 

 

人文社会科学部・講義棟 

 

変電室 

改築 600㎡ 

 

変電設備・非常用発電機 

総合研究棟（共通） 

改築Ⅰ期 9,000㎡ 

 

共通教育・情報 

 

共通教育Ｄ棟 

取り壊し 1,592㎡ 

緑地整備 

 

放射科学研究施設 

改築 1,000㎡ 

 

放射科学研究 

 

農学部Ａ棟 

取り壊し 10,709㎡ 
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教育学部エリア（整備面積21,430㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属図書館エリア（整備面積10,000㎡） 

 

 

 

 

 

 

◆◆城城北北団団地地  

附属図書館（6,600㎡） 

 

 

 

 

 

 

電子工学研究所エリア（整備面積7,660㎡） 

 

 

 

 

 

 

工学部・情報学部エリア（整備面積54,000㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子工学研究所 

取り壊し 3,791㎡ 

 

総合研究棟（工学系） 

改築Ⅱ期 3,710㎡ 

 

総合研究棟（教育） 

改築Ⅰ期 3,990㎡ 

 

教育学部・音楽 

福利厚生施設 

2,500㎡ 

 

福利施設 

 

総合研究棟（情報系） 

改築Ⅰ期 13,000㎡ 

 

情報学部 

総合研究棟（教育） 

改築Ⅳ期 6,590㎡ 

 

教育学部 

総合研究棟（教育） 

改築Ⅲ期 5,690㎡ 

 

教育学部・講義室 

 

教育学部Ｂ・Ｇ・Ｉ棟、法科大学院 

取り壊し 8,076㎡ 

 

図書館・学生支援施設整備  

4,660㎡ 

 

図書・学生支援 

工学部３号館 

取り壊し 5,870㎡ 

 

情報学部 

取り壊し 12,857㎡ 

 

総合研究棟（教育） 

改築Ⅱ期 5,160㎡ 

 

教育学部・事務 

 

管理・図書館 

取り壊し 1,472㎡ 

 

教育学部Ｃ・Ｆ・Ｋ棟 

取り壊し 6,339㎡ 

 

図書館・学生支援施設整備  

1,940㎡ 

 

図書・学生支援 

管理・図書館 

取り壊し 1,019㎡ 

 

電子工学研究所 

取り壊し 2,613㎡ 

 

総合研究棟（工学系） 

改築Ⅰ期 3,950㎡ 

 

総合研究棟（工学系） 

改築Ⅲ期 11,000㎡ 

 

工学部 

総合研究棟（工学系） 

＋福利厚生施設 

改築Ⅱ期 15,500㎡ 

 

工学部 

 

工学部２号館 

取り壊し 7,854㎡ 

 

総合研究棟（工学系） 

改築Ⅱ期 12,000㎡ 

 

工学部 

 

工学部１号館 

取り壊し 7,647㎡ 

工学部４・６号館 

取り壊し 3,477㎡ 

外構整備 

教育学部Ｄ棟 

取り壊し 1,119㎡ 

 

教育学部Ａ・Ｅ・Ｈ棟 

取り壊し 5,073㎡ 

 

附属図書館本館 

改築Ⅰ期 10,000㎡ 

 

図書館・福利施設 

附属図書館本館 

取り壊し 8,027㎡ 

外構整備 

 

第２食堂 

取り壊し 1,076㎡ 

 

体育館改築整備 

6,000㎡ 
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■ 策定 

 □平成２３年３月２３日 施設・環境マネジメント委員会 承認 

 □平成２３年５月１３日 役員会 承認 

 

 

■ 改訂歴 

 □平成２４年７月４日 施設・環境マネジメント委員会 承認 

 □平成２４年７月１９日 役員会 承認 

 □改訂概要 

 ・基本計画編と個別計画編に分割 

・ファイナンシャルプラン２０１１の戦略的整備に基づく施設整備中期計画の見直し 

 ・施設マネジメントの追加 

 ・静岡大学１００周年プラン追加 

 

 

■ 改訂歴 

 □平成２５年３月２１日 施設・環境マネジメント委員会 承認 

 □平成２５年３月２７日 役員会 承認 

 □改訂概要 

 ・骨格的不変の考えを示すキャンパスマスタープランと中期計画等に合わせた個別計画を示すキャンパスマスター

プラン2010-2015に再編集 

・「ＲＳＵ“The reconstruction of Shizuoka University”」宣言の追加 

 ・静大スタンダード（新営・改築整備標準仕様）の追加 

・既存建物改築等整備計画【 静大モデル 】の追加 

 

 

■ 改訂歴 

 □平成２８年３月２８日 施設・環境マネジメント委員会 承認 

 □平成２８年３月３０日 役員会 承認 

 □改訂概要 

 ・「ＲＳＵ“The reconstruction of Shizuoka University”」宣言 ２．基本目標への追記 

 ・1-1-4 キャンパスマスタープラン基本方針への追記 

・3-1-2 100周年（2049年）を見据えた静岡キャンパスの目標・計画への追記 

・3-2-2 100周年（2049年）を見据えた浜松キャンパスの目標・計画への追記 
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浜松キャンパス航空写真 

静岡キャンパス航空写真 

自然に囲まれたキャンパスで 

あなたは何を学びますか？ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


